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1.は じめ に
ア メ リカで は,1980年 代 半 ばか ら情 報 通信 機 器 を活 用 して,オ フ ィスに通勤
す る こ とな しに仕 事 を行 うテ レコ ミュー一テ ィング(Telecommuting)が 通勤 時 の
交通 混 雑 の緩 和,大 気汚 染 の防 止,都 市 計 画 や土 地 利用 パ ター ンに対 す る影 響
な どの た め に 重要 な もの と認 め られ るよ うにな った。 テ レコ ミュー テ ィ ング と
は,テ レコ ミュニ ケー シ ョ ン(電 気通信)と コ ミュー テ ィ ング(通 勤)と い う英語
の単 語 を統 合 した用 語 で あ り,そ の定義 と して は 「遠 距離 通 信及 び コ ン ピュー
タで通 勤 労働 を代替 す る こ と」,「電 話,フ ァ ックスな どの各 種 の情 報通 信 機 器
を駆 使 して,複 数 地 点 間 の時 間 的 ・空 間 的 ギ ャ ップを 克服 す る就 業形 態」 な ど
が よ く用 い られ る(財 団法人 日本経済研究所,1990年)。
これ は,情 報 通信 機 器 の利 用 に よ り口∫能 とな った,個 人が最 も仕 事 を しや す
い場 所 に分散 して の就 業 とい う意味 で把 握 す る ことがで き る。 わ が国 にお いて




テ レコ ミュ ー ター の 人 数
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出 典=US.DepartmentofTransportation ,1993年 よ り 作 成
も地 価 高 騰 住 宅 の遠 隔化 と通勤 地 獄,交 通 渋 滞,オ フ ィ ス環 境 の劣悪 化 な ど
に象 徴 され る東 京一 極 集 中 問題 が深 刻 化 す る中 で,一 部 の 企業 に よ って実 験 的
な導 入 が 図 られ て きた サ テ ライ トオ フ ィスや リゾー トオ フ ィス な どの分 散 型 オ
フ ィスに お け る就 業 は テ レコ ミューテ ィ ン グの代 表 的 な形 態 で あ る。
ア メ リカ にお け るテ レコ ミューテ ィ ン グは,も と も とオ フ ィス ・スペ ー スの
需要 増 大 を コ ン トロール す る施 策 と して導 入 が 図 られ た もの で あ った が,カ リ
フ ォル ニ ア州 で は早 い段 階 か ら交 通混 雑 の緩 和 ,大 気汚 染 の改 善,省 エ ネの た
め の 政 策 的 な 手 法 と して そ の 可能 性 が着 目 さ れ て き た。 ア メ リカ の テ レ コ
ミュ ーテ ィング参 加 者(テ レコミa‐ ター)の 数 は,連 邦 運 輸 省 の調 査 に よれ ば,
1992年 段 階 で約200万 人 を超 えて お り,今 後,西 暦2002年 に は約750万 人 か
ら1500万 人・2010年 に は3000万 人 に達 す ると予 測 され て い る(U .S.Depart-
2)
mentofTransportation ,1990
1990年3月,当 時 の ブ ッ シ ュ大 統 領 が テ レ コ ミュ ー テ ィ ン グ の 普 及 を 連 邦 運
輸 政 策 の 中 の重 要 な 政 策 課 題 と して 位 置 づ け る演 説 を 初 め て 行 っ た こ と が 出 発
点 と な って ・ 今 日,ア メ リカ で は テ レ コ ミュ ー テ ィ ン グが 連 邦 政 府 の 政 策 的 な
主 導 に よ って 積 極 的 に 推 進 さ れ て い る。 連 邦 政 府 で は,現 在,総 務 庁 が 中心 に
な って ・ ワ シ ン ト ンD・C.近 郊 の バ ー ジ ニ ア 州 や メ リー ラ ン ド州 で 連 邦 政 府 職
員 が 参 加 した実 験 的 な プ ロ ジ ェ ク トが 進 あ られ て い る が,今 後,全 米30の 大 都
市 圏 で 具 体 的 な テ レ コ ミュ ー テ ィ ン グ ・プ ロ ジ ェ ク トを 実 施 す る こ とが 検 討 さ
れ て い る(U・S・GeneralServicesAdministration1995)。 こ の よ う な背 景 に は
,ク
リ ン ト ン政 権 が 推 進 しっ っ あ る21世 紀 の 新 た な 社 会 資 本 整 備 計 画 と して の 情
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表一2ア メ リカにおける代表的な導入企業
一
企 業 名 業 種 人 数
一
ア ラー ガ ン 製薬7人
AT&T 通信 数千名
デ ジ タ ル ・イ ク
イ ッ プ メ ン ト
_一.一 一斗 一一一 …






一ヒ ュ ー レ ッ ト ・
パ ッ カ ー ド
IJCペ





プ ロ ジ ェ ク ト ・マ ネ ジ ャ ー
PRマ ネ ジ ャー
叫業
1技 術 ス タ ッ フ
コ ン サ ル タ ン ト
プ ロ ジ ェ ク ト ・ マ ネ ジ ャ ー
マ ニ 、ユ ア ル ・ ア ナ リ ス ト





顧 客 サ ー ビス
a一 ヨ ー ク ・ 保 険
ラ イ フ
パ シ フ ィ ックベ 通 信
ル
シ ア ー ズ,ロ ー 小 売
バ ッ ク&カ ン
ノぐニ ー
コ ン パ ッ ク
十
電気機器製造
コ ン ソ リデ ー テ 電 気 ・ガ ス供
ッ ド ・エ ジ ソ ン 給
ロ サ ンゼ ル ス 市 自治 体





ロ グ ラマ ー
ナ リス ト
ン ジニ ア
ネ ー ジ ャー
プ ロ グ ラマ ー
マ ー ケ テ ィ ン グ ・ プ ラ ン ナ ー







顧客 サ ー ビス
200～300行 政 官



















出 典:「 テ レ コ ミ ュ ー タ ー ズ ・ハ ン ド ブ ッ ク」
「日 経 情 報 ス トラ テ ジ ー1995.ユ 」
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報 ス ーパ ーハ イ ウ ェイ構 想(NationalInf。rmationInfrastructure)を 具体 化 す る
動 きが あ る。 連 邦 商務 省 の情 報 スーパ ーハ イ ウ ェイ構 想 に関 す る報 告書 の 中 で
も・ テ レ コ ミュ ー テ ィ ングの 促進 が21世 紀 の ア メ リカ社 会 に と って重 要 な政
策 課題 の ひ とつ に な る もの と して 強調 され て い る(NationalInstituteofStand -
ardsandTechnology ,1994)0
カ リフォル ニ ア州 で は,州 政 府,ロ サ ンゼ ル ス大 都 市 圏 の広 域 政 策調 整 機 関
で あ る南 カ リフ ォル ニ ア政 府 協 会(SCAG) ,ま たパ シ フ ィ ックベル の よ うな民
間 企 業 の手 によ って,1980年 代半 ば か らテ レコ ミュー テ ィ ン グに関 す る い くっ
か の実験 プ ロ ジ ェク トに よ る試行 錯 誤 が行 わ れ て きた
。1990年 代 に な ってか ら
は・ 官民 協 調 で 具体 的 な プ ロ ジ ェ ク トが数 多 く実 施 され るよ うに な り
,現 在,
南 カ リフ ォル ニ ア を 中 心 に18ヵ 所 の施 設 が 本 格 的 に稼 働 して い る。 テ レ コ
ミゴ 哨テ ィングに関 す る調 査研 究 や実験 プ ロジ ェ ク トな どで 全米 を リー ドして
きた カ リフォル ニ ア州 政 府運 輸 局(CALTRANS)は ,テ レコ ミュー一テ ィ ングを
さ らに推 進 す るた め に,1992年 度 か ら ロサ ンゼ ル ス,サ ンデ ィェ ゴ,サ ン フラ
ンシ ス コ・ サ ク ラ メ ン トの4つ の都 市圏 で最 高12の セ ン ター施 設 を設 置 して
評価 す る とい うプ ロジ ェ ク トを実 施 して い る。 なお,カ リフォル ニ ア州 に お け
る動 きに引 き続 いて・ ア リゾナ,フ ロ リダ,バ ー ジニ ァ,ハ ワイ,ワ シ ン トン,
テキ サ スな ど の各 州 で も州 政 府 の 主導 の も と に テ レコ ミュ ー テ ィ ング ・プ ロ
ジェ ク トが推 進 され て い る。
筆 者 は,1993年7月,1995年3月 及 び6月,南 カ リフ ォル ニ ア(掘 にロサ ンゼ
ルス大都市圏)の テ レワー クセ ン ター の 具体 的 な運 営 状 況 を調 査 す る機 会 を得
た。 これ らの調 査 したセ ンター施設 は,現 在既 に稼 働 して い る もの で あ るが
,
先 に 言及 した州 政府 運 輸 局主 導 の公 共 プ ロジ ェ ク トと して実現 され た もの で は
な く,州 政 府,郡 政 府,地 方 政 府,大 気 保 全 管 理 区 な どの行政 機 関,商 工 会議
所,様 々な民 間 企 業 な どが参 加 した地 域 にお け る官 民 共 同 事業 と して の性格 が
強 く・ 資金・ 設 備,備 品 な どの 面 で各 々 の機 関 や団 体 が様 々 な 協力 を行 って い
る もので あ る。1980年 代 か らテ レコ ミュ ー テ ィ ングに関す る実験 プ ロ ジェ ク ト
によ る試行 錯 誤 が行 われ て きた カ リフォ ルニ ア州 にお け る最 近 の動 きは,テ レ
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コ ミュー テ ィ ングに関す る政 策 的 な課 題 を検 討 す る 上.で非常 に有益 で あ る。 わ
が国 に お いて は,東 京一 極 集 中 を是 正 し分 散 型国 土 の形 成 を図 る ことが緊 急 の
課題 とな って い るが,こ れ まで ど ち らか とF""1えば民 間羊導 で テ レ コ ミューテ ィ
ングの プ ロ ジェ ク ト(表 一 3参照)が 推 進 され て きたた め に,州 政府 な ど公 的部
門 の樽 で積極 的 に テ レコ ミー テ ィングを進 め て い る カ リフ ォル ニ ア卦1の先
進 的 な取 り組 み は様 々 な示唆 を与 え て くれ る。
1995年4月 に発 表 され た郵政 省 「テ レワー一クセ ンター研 究 会 」の最 終 報告 書
『テ レワー クセ ンター研 究 会 報 告 書:マ ル チ メデ ィア時代 にお け る新 た な ワー一
ク ス タイ ルの あ り方 』 は,政 府 な ど公 的部 門 が テ レコ ミュー テ ィ ングを政 策 的
に どの よ うに進 め るべ きか を 明 らか に した実 質 的 に初 めて の もので あ る。 同報
告 書で は,情 報 通 信 を活 用 して仕 事を行 う ことに対 して 「テ レワー ク」 とい う
用 語 を取 り入 れ て い る。 同研 究会 で は,テ レワー クを 「在 宅勤 務 」 や企 業 等 の
従 業 員 が情 報 通 信 を活 用 して オ フ ィスに通 勤 せ ず に仕 事 を行 う 「テ レコ ミュー
テ ィ ング」,電 話 を 中心 と した情 報通 信 手 段 に よ るマ ー ケ テ ィ ング活 動 で あ る
「テ レマ ーケ テ ィ ング」,さ らに は賃金 格 差 や 時 差 を利 用 す る海外 へ の外 注 等,
3)
様 々 な労 働 形 態 や 事業 概念 を含 む広 義 の概 念 と して把 握 し・ テ レワー ク(在 宅
勤務を除 く)が 行 われ る施 設 の こ とを広 くテ レワー クセ ンター と呼 ん で い る。本
稿 で は,こ の郵 政 省 研究 会 の呼 び方 に倣 って,テ レコ ミュー テ ィ ングが行 われ
る施 設 や分 散 型 オ フ ィスの こ とを テ レワー クセ ンター と呼 ぶ ことにす る。
平 成6年 度 政府 予算 に おい て,郵 政 省 の 「地 域 ・生 活情 報 通 信基 盤 高 度化 事
業」 の 中で,地 方 自治 体 が行 うテ レワー クセ ン ター整 備事 業 へ の補 助 金(1/3)
の支 出 が盛 り込 まれ た。 これ に よ り,農 村 部 や都 市郊外 に お け る新 たな 事業機
会 や雇 用 の創 出y更 に は地 域 文化 な どの情 報 発信 拠 点 と して今後 の展 開 に大 き
な期 待 が寄 せ られて い る。一 方,国 土 審議 会 で は,現 在,次 期 全国 総 合 開発 計
画(5全 総)の 策 定 に向 けて様 々な検討 が行 わ れて い るが,高 度情 報 通 信 社会 の
構 築 に向 けて の政 策 課題 と して テ レワー クセ ンター の整備 が取 り上 げ られて い
る。
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　 　 　　 　へ
鉄軌道業
出典:社 団法人
業 勤務対象著 業 務 内 容
正社員 連絡等
富 士 ゼ ロ ックス 正社員 ソフ ト開発 等
富L通 正 社員
RFUソ フトウェアラボラトリ 正 社員
エ ム ・ケ ー ・シー
日本 ア ビ リテ ィー ズ社





サ ンフ ォー ラム
シーエ ーテー
トー コ ロ情 報 処 理 セ ン ター
日本電気コンビa-一 タシステム
日本 ノ ー ベ ル
ビデ オ エ イ ペ ック ス




















契約社員(女 性) プログラ ミング等
契約社員(女 性) プログラミング等
正社員(身 障者) プログラ ミング等
契約社員(女 性) ソフ ト開発等
契約社員(}{婦) ソフ ト開発 等












(主 婦)・ 文書 入力
五代 エ ンボデ ィ 契約社員
豊田自動織機製作所 正社員(身 障者)
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表 一4日 米の情報化比較








コ ンピュー タ市場 規模 約63,800億 円 約37,900億 円 1992年1$-114円
パ ソ コ ン普 及 率(労 働 者
100人 に対す る普及台数)
41.7 9.9













国 内商 用 デー タベー ス数









-一 一 一 →イ ン タ ー
ホ ス ト数 1,436,795





















平均 チ ャ ンネル数
施設数 _-L_
出典:社 団法人 日本サテライトオフィス協会,
通 信 ネ ッ トワー クを どの よ うに して わが国 全 土 に整 備 して い くべ きなの か とい
う意 識 の も とに,「過 密 に伴 う混雑 問題,通 勤 問 題等 を抱 え る大 都市 圏 にお いて
は,情 報 通 信 ネ ッ トワー クの 高度化,都 市 型 の テ レワー クセ ンターの整 備等 に
よ り,職 重 視 の居 住 地選 択 か ら住 環境 重 視 の居住 地 選択 へ と移 行 す る ことが期
待 され,ゆ と りあ る ワー クス タイ ルの実 現,地 方 分散 へ の寄 与 とい う観 点 か ら,
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ワー クセ ンター(田 園型)の 整備 へ の支 援,等 によ り,情 報通 信 ネ ッ トワー クの
高度 化 を加速 させ る こ とが,国 土 政策 上 も重 要 な課 題 」 に な る と問 題 提起 して
い る。 この よ うに,次 期 全 総 の中 で分 散 型 国 土の形 成 の ため の具体 的 な政 策 と
して テ レワー クセ ンターの整 備 が取 り入 れ られ る 可能性 が人 き くな って きた と
考 え られ る(国1二 庁計画 ・調整局,1995年)。
表 一4に よ って 明 らか にな って い るよ うにy日 米 の情 報化 の進 展 に は人 きな
格 差 が あ る こ と も事実 で あ るが,本 稿 で は,カ リフ ォル ニ アで の テ レワー クセ
ンター の展 開 を通 して,情 報 化社 会 に お け る都 市機 能 の分 散 と危 機 管 理 に関 す
る公 共政ri二 の課題 を検 討 す る こ とに した い。 本 稿 の構 成 は次 の通 りで あ る
。
第2章 で は,南 カ リフ ォル ニ ア に お け る テ レ ワー クセ ン ター の展 開 及 び1994
年1月 に発生 した ノー一ス リッジ地 震 後 に連邦 緊急 事態 管理 庁 の セ導 で設 置 され
た 災害 対 応型 の テ レワー クセ ン ター一に関 す る動 きを明 らか にす る
。 一方,第3
章 で は,ア メ リカ にお け る動 向 を踏 まえ た上 で,阪 神人震 災後 のわ が国 で都 市
機能 の分 散 と危機 管 理 の た め に ど の よ うな政 策 的 な 対応 が必 要 であ るのか と い
うこ とを論 じる。
2・ カ リフ ォ ル ニ ア 州 に お け る テ レ ワ.r.ク セ ン タ ー の 展 開
(1)州 政 府 の テ レコ ミ ュー テ ィ ング政策
カ リフ ォル ニ ア州 政府 で は,1988年1月 か ら1990年1月 まで の2年 間
,14
の州政 府 機 関 か ら200名 以 上の職 員 が ボ ラ ンテ ィア と して 参加 す る こ とによ っ
て・ 在 宅 勤 務 に よ る テ レコ ミュー テ ィ ングの実 験 プ ロ ジェ ク トが行 わ れ た
。 実
験 プ ロジェ ク トが行 われ る よ うに な った背 景 に は,1980年 代 に な って交 通 渋 滞
の緩 和・ 人 気 汚 染 の改 善,省 エ ネ な どを推進 す るため の効 果的 な政 策 と して テ
レコ ミュ ーテ ィ ング に対 す る期待 が高 ま って きた中 で,州 政府 総 務 局(DGS)が
中心 とな って1985年 か らテ レコ ミュ ーテ ィ ング プ ロ ジ ェ ク トに関 す る検 討 を
行 って きた こ とが あ る。 カ リフ ォル ニ ア州 エ ネ ルギ ー委員 会 が作成 した報 告 書
「州 エ ネル ギー危機 管 理 緊急 計 画」(CaliforniaEnergyCommission ,1988)は,マ
イカ ー通 勤 を減 少 させ て省 エ ネを進 あ るため の 自主 的 な対 策 と して,公 共交 通
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機 関 の利 用,自 動 車 の相 乗 りを普 及 させ る とと もに,勤 務 パ ター ンを変更 させ
る手段 と して フ レ ック スタ イム制,テ レコ ミュ ーテ ィン グの導 入,テ レビ会議
の拡 大 を図 る ことを緊 急 の課 題 と して勧 告 した。 特 に,テ レコ ミュー テ ィ ング
につ いて は,マ イ カー通勤 に使 わ れ るガ ソ リ ン消 費 を人 幅 に削 減 させ る有 効 な
手段 と して政 策 的 に も高 い優 先順 位 を 与え る ことを 要請 した。
2年 間 の実験 プ ロ ジxク トの実 施 が決 定 され る と,ま ず実 験 プ ロジェ ク トを
管理 す るた め に,州 政 府 部局 間 の横 断 的 な政 策運 営 委 員 会 が設 置 され る とと も
に,同 委 員会 の 実 質 的 な 手 足 と して 各 部 局 の代 表 に よ って 構 成 さ れ る テ レ コ
ミュー テ ィ ング諮 問 グル ー プ(TAG)が 創 設 され た。 諮 問 グル ー プの役割 と し
て は,各 部 局 にお け るプ ロ ジ ェ ク ト参 加者 の調 整 や教 育 啓蒙 活 動 を担 う ことが
あ った。 実 験 プ ロ ジェ ク トは,州 都 サ ク ラメ ン ト及 び そ の周辺 地域 を対 象 に し
て行 われ た。 在 宅勤 務 に よ るテ レコ ミュー テ ィングに参 加 した大 多数 の職 員 は
専 門 職 で あ っ たがfそ れ以 外 に も実 験 プ ロ ジ ェ ク トn体 を 管 理 す るた め に約
150名 の一 般 職 員 が参 加 す る とと もに100名 の管理 職 グル ープ も関 与 した。
2年 間 の実 験 プ ロ ジェ ク トに よ って,f¥体 と しで 一日当 りの移動 距 離 を76%
削減 で きる こ と,マ イ カー通勤 を30%減 少 させ る こ とが で きる こ と,年 間1万
8500ガ ロ ンの ガ ソ リンを節 約 で き る とい う結 果 が 明 らか に され る と,テ レコ
ミュー テ ィ ングが オ フ ィス需 要 の拡 人 に ブ レー キを か け るた め に有 益 な手段 で
あ る とい う認 識 と と もに,大 気 汚 染 の防 止や省 エ ネの推 進 に も極 め て効 果 的 な
もの で あ る とい う理解 が 広 ま って い くことに な った。そ して,1991年 に発表 さ
れ た州 政 府 の テ レコ ミュー テ ィ ングに関 す るハ ン ドブ ックで は,実 験 プ ロ ジ ェ
ク ト実 施 に よ る明 らか な成 果 と して以 ドの4点 が 強調 され た。
[5弄 ヨ1下 ティングの参加者にとって生酬 三w一 勤務1鍼
果 とい う もの は ほぼ予想 され た通 りで あ るか,場 合 に よ って は予想 を超
え る もの で あ る。
◇ テ レコ ミュー テ ィ ング は,障 害 者 も含 あ た テ レコ ミュ ーテ ィングの参 加
者 の労働 の質 的 な向hを 可能 にす る もの で あ る。
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◇ 研 修段 階 で強 調 され た結 果重 視 の管 理 手 法 とい う もの は,テ レコ ミュー
テ ィ ン グの参 加 者 に と って だ けで な く,そ れ 以外 の職 員 に と って も有効
な方 法 で あ る。
◇ 大 規模 な資本 投 資 は,プ ロ ジェ ク トを成 功 させ るた め の必 要 条 件 で はな
い 。
実 験 プ ロ ジェ ク トが推 進 され て い る途 中 で発 生 した1989年10月 のサ ンフ ラ
ンシ ス コ地震 に よ って,高 速道 路 が 崩壊 した り}サ ンフ ラ ンシ ス コ とオ ー ク ラ
ン ドを結 ぶ ベ イ ブ リッジが 一 部通 行 不能 に な ったが,そ れ らに対 す る緊急 対 応
策 と して テ レ コ ミュー テ ィ ング の利 用 を奨 励 す る州 知 事 の行 政 命 令 が 出 さ れ
た。 さ らに,州 内 にお け る深 刻化 す る交 通 混 雑 問題 を改 善す るた め に,迅 速 な
プ ロ ジ ェ ク トの拡 大 を指 示 す る州 知 事 の行 政 命 令 も同時 期 に出 され た。
2年 間 の実 験 プ ロジ ェ ク トの結 論 を受 けて,1990年g月 に州 知 事 が署 名 した
法律 に よ って,州 政 府 の各 部 局 や各 種 の委 員 会 な どが運 輸 管理 計 画 の ひ とっ の
柱 と して テ レ コ ミュー テ ィ ン グ ・プ ロ ジ ェ ク トを 具体 化 す る権 限 を持 つ こ と
や,さ らに州総 務 局 の機 構 と して テ レコ ミュー テ ィ ングを所管 す る部 門 の設 置
を義 務 づ け る こ とが 決定 され た。 テ レコ ミュー テ ィ ング部 門 の所 管 事項 と して
は,◇ 部 局 間 にお け る情 報 交 換 の調 整 や促 進 を行 うこ と,◇ 部 局 横 断 的 な テ レ
コ ミュ ー テ ィ ン グ諮 問 グ ル ー プ を指 導 す る こ と,◇ 部局 に よ るテ レコ ミュ ー
テ ィ ングの計 画策 定 及 び実 施 を援 助 す るた め に,政 策,手 順,ガ イ ドライ ンを
開発 す る こと,◇ サ テ ライ ト ・テ レワ ー クセ ンターの 、Z地を求 め る部局 を支援
す る こ と,な どが挙 げ られ て い る。 この よ うに して 州 政 府 で は テ レコ ミュ ー
テ ィ ング ・プ ロ ジ ェク トが 本 格 的 に推進 され る こ とに な ったが}州 政府 の実験
プ ロ ジ ェク トに お け る経 験 や 成果 を踏 まえ て,ロ サ ンゼ ル ス市,同 郡政 府,サ
ンジエ ゴ郡政 府 な どの政 府 機 関 にお いて も積 極 的 に テ レコ ミュー テ ィングへ の
取 り組 みが 行 わ れ る よ うに な った。
カ リフ ォルニ ア州 内 で は}州 政 府以 外 に もロサ ンゼ ル ス 市,同 郡 政府,オ レ
ン ジ郡 交 通 区 な どの公 的部 門 やATTや パ シ フ ィ ックベ ル な どの電 話会 社 を中
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心 と した民 間 企業 に よ って テ レ コ ミュー テ ィ ングが推 進 され て き た。 テ レコ
ミュー テ ィ ングを公 共 政策 の一環 と して推 進 しよ う とす る州 政府 や 南 カ リフ ォ
ル ニ ア政 府 協 会 な どの動 きは,1980年 代 の実 験 的 な性 格 が強 い ものか ら1990
年 代 に入 って 都 市 の シス テ ムの あ り方 だ けで な く,個 人 の生 活 パ ター ンに も強
い影 響 を 与 え る もの に な りっ っ あ り,本 格 的 な実 用 化 の 段 階 に入 った とい え
る。 そ の よ うな動 きの 巾 で,ロ サ ンゼ ル ス都 市圏 を省轄 す る南海 岸 大気 保 全管
理 区(SCAQMD)が1989年 に策 定 した大 気保 全管理 計 画で は,西 暦2010年 ま
で にテ レコ ミュー テ ィ ングや そ れ以 外 の ア ル タナ テ ィブな勤 務形 態 に よ って,
地 域 にお け る通 勤 そ の もの を30%減 少 させ る とい う 目標 を掲 げ た(こ れにっい
ては,現 実的でないという批判 もあ った)。一 方,1990年 に は同管 理 区 の実 施 す る大
気 保 全 管理 計 画 に従 って ラ ッシ ュア ワーの交 通混 雑 を減 少 させ るた め に,企 業
に と って テ レコ ミュー テ ィ ングを 大気 汚 染防 止 の た あ の合法 的 な手 段 と して認
め る規則 が制 定 され た。
大 都 市 に お け る スプ ロ ール化現 象 の好 ま しくな い結 果 を排 除 す るため に,地
方 政府 な どの政策 決 定 に対 す る州 政 府 の影響 力 は近 年大 き くな って いた が,大
気 保 全管 理 区 が強 力 な権 限 の行 使 をで き るよ うに な った の は,1988年 州大 気 汚
染 防止 法 が地 方 の大気 保 全 管理 区 に地 域 レベ ル の排 ガ ス規 制 を行 う上 で,効 果
的 な政 策 対応 がで きる よ うに人幅 な権 限 委譲 を行 った結 果 で あ る。2年 間 の実
験 プ ロ ジ ェク トの肯定 的 な結 果 を受 けて,テ レコ ミュー テ ィ ングの モデ ルづ く
りや そ の実施 に素 早 く対 応 す る州検 事 局 な どの部 局 も出 て きた。 その よ うな迅
速 な対 応 の背 景 に は,緊 縮財 政,オ フ ィス賃 料 の高 騰 オ フ ィススペ ー スの狭
さな どが あ ったが,部 局 に よ るテ レコ ミュー テ ィ ングの モデ ルづ くりが始 ま っ
た こ とに よ って,テ レコ ミュー テ ィン グの実験 段 階 か ら本 格 的 な テ レコ ミュー
テ ィ ングに よ る勤 務 選 択 の段 階 に入 って きた とみ られ て い る。 州政 府 で は,州
全 域 を対 象 と した テ レ コ ミュー テ ィ ングにつ い て の ガイ ドライ ンと政策 選 択 に
関 す る報 告 書 を取 りま とめ た(CaliforniaDepartmentofTransportation,1991)。
なお,州 政府 で は,前 述 した よ うに民 間企 業 にお け るテ レコ ミュー テ ィ ン グ ・
プ1]ジ ェ ク トを促進 す るため の ハ ン ドブ ックを作成 して必 要 とす る企 業 に配 布
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して い る。
1990年 州 法 と同 じ時 期 に成 、γした別 の法 律 に よ って ロサ ンゼ ル ス都 市圏 に
位 置 す る リバ ーサ イ ド,サ ンバ ー ナー デ ィノの各 郡政 府 や民 間部 門 な どの参 加
に よ る テ レワー クセ ンター2ヶ 所 の開 発 や実 験 に も州 政 府 の参 加 と財 政 的 な助
成 が認 あ られ る ことに な った。 これ らの地 域 で テ レワ ー クセ ン ター2ヵ 所 を整
備 す るた め の プ ロ ジ ェ ク トに}合 計 で60万 ドル の 資金 が必 要 にな る と 見込 ま
れ て い たの で,州 政 府 の プ ロ ジ ェ ク ト参 加 は計 画 を促 進 す る こ とにな った。 そ
の結 果,後 述 す るよ うに,予 定 よ り も早 く1991年10月1目,ロ サ ンゼ ル ス周
辺 にあ るオ ンタ リオ とア ップ ル ヴ ァレーの2ヶ 所 に州 政 府 や郡 政 府 な どが資 金
面 で助 成 した官 民 共 同 プ ロ ジ ェ ク トと して の テ レワ ー クセ ン ターが 開 設 され
た。 な お,民 間 部門 で は,電 話 会社 のGTEや コ ンピュー タメ ー カー のIBM
な どの民 間 企 ・1L1が資 金面 だ けで な く機 器 や 設備 の提供 を行 った。 この よ うな テ
レワー クセ ンターを プ ロ ジェ ク トと して 「1立させ るた めに は,州 政 府 や地 方政
府 な どの1三導 に よ る資金 面 な どで の援 助 が必 要 に な るケ ー スが 多 い とみ られ る
が,施 設 の開設 後 は当然 に もn力 で採 算 性 の あ る事 業 に して い くこ とが求 め ら
れ て い る。 その意 味 で,こ れ らのふ たつ の官 民 共1司出資 の テ レワー クセ ンター
の運営 が今 後 どの よ うにな って い くのか とい う こ とが非 常 に注 目を 集 め る こ と
にな った。
(2)カ リフ ォル ニ ア州 に お ける テ レワー クセ ンター
テ レコ ミュー テ ィングに関 す る調 査研 究 や テ レワー クセ ン ター ・プ ロ ジ ェ ク
トの推 進 な どで1980年 代 か ら全 米 を リー ドして きた カ リフ ォル ニ ア州 で は,
1995年3月 現在,南 カ リフ ォル___.アを 中心 に18ヶ 所 の テ レワー クセ ン ターが
本格 的 に稼 働 して い る(表 一5参 照)。 これ らの テ レワー クセ ン ター の多 くは,州
政 府,郡 政 府,地 方政 府,人 気 保 全管 理 区 な どの行 政 機 関,商1会 議所,様 々
な民 間 企業 な どが参 加 した地 域 に お け る官 民 共 同 事業 と して の性 格 が 強 く,資
金,設 備,備 品 な どの面 で 各 々の機 関 や 団体 が 様 々な 協力 を行 って い る。 政 府
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り,単 一 の政 府機 関 や民 間企 業 が排 他 的 に使 用 して い る もの は ひ とつ もな く,
複 数 の行 政 機 関職 員 や民 間企 業 な どの社 員 によ って利 用 され て い る。
これ らの テ レワー クセ ンターの 中 で注 目すべ き もの は,1994年1月17日 に
ロサ ンゼ ル ス北 西約30kmの ノ ー ス リ ッジ地 域 の 直下 で 発生 した ノー一ス リ ッ
ジ地 震 後 に設 置 され た テ レワー クセ ンターで あ る。 ノー ス リッジ地震 で は,ロ
サ ンゼ ル ス圏 のハ イ ウ ェイ の橋桁 の落下,木 造集 合 住 宅 の被 害 ,ガ ス管 の破 裂
によ る火災 な どに よ って,経 済 活 動 や社 会生 活 に も深 刻 な影 響 が生 じた。 ノ ー
ス リ ッジ地 震 の直後 か ら,連 邦 緊急 事 態 管理 庁 が中心 とな って本格 的 な復 旧 の
取 り組 み が始 め られ た。 そ の こ とは,わ が 国 で も阪 神大 震 災後 に災 害 時 の危 機
管 理体 制 の モ デル と して マ ス コ ミによ って広 く伝 え られ た。 しか し,日 本 の マ
ス コ ミが全 くと言 って い い ほど関心 を示 さな か った こ とは,ノ ー ス リッ ジ地 震
後 に緊 急 事 態 管 理 庁 を 中心 と した連 邦 政 府 の主 導 で危 機 管 理 へ の対 応 策 と し
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て,連 邦 財 源 を 投 入 した5ヶ 所 の テ レ ワ ー ク セ ン タ ー が 約1ヶ 月 ほ ど で 設 置 さ
れ た と い う事 実 で あ る。 わ が 国 の マ ス コ ミは 言 う ま で もな く,政 策 担 当 者 や企
業 の経 営 者 も も う少 し こ の よ うな 事 実 に 関 心 を 持 って も良 い の で は な い だ ろ う
か 。
ノ ー ス リ ッ ジ地 震 後 に 開 設 さ れ た 災 害 対 応 型 の5つ の テ レ ワ ー ク セ ン ター の
う ち,3っ の施 設 は連 邦 政 府 職 員 を 直 接 の 対 象 と した連 邦 テ レワ ー ク セ ン ター
で あ った 。 ハ イ ウ ェ イ な ど の 復 旧 に 伴 って,1994年 中 に3つ の テ レ ワ ー ク セ ン
タ ー が 閉 鎖 さ れ,現 在 も稼 働 して い る 災 害 対 応 型 の テ レ ワ ー ク セ ン タ ー と して
は,サ ン タ ク ラ リ ッ タ連 邦 テ レ ワ ー クセ ン タ ー と第2ア ンテ ロ ー プ ヴ ァ レー ・
テ レ ビ ジ ネ ス セ ン タ ー が あ る。 な お,こ れ らの テ レ ワ ー ク セ ン タ ー以 外 に も,
連 邦 高 速 道 路 局(FHA)と カ リ フ ォ ル ニ ア 州 運 輸 局 が 財 政 負 担 を して,カ リ
フ ォ ル ニ ア大 学 デ ー ビ ス校 が 中 心 に な って 進 め て い る 「近 隣 地 域 テ レセ ン ター
プ ロ ジ ェ ク ト」(theNeighborhoodTelecenters'Project)関 連 の 実 験 的 な テ レ ワ ー
ク セ ン ター が あ る。 これ はz3年 計 画 の プ ロ ジ ェ ク トに よ って,交 通 量 需 要 管 理
や 労 働 環 境 効 果 な どを 調 査 す る こ と を 目 的 と して お り,サ ンデ ィ エ ゴ,ロ サ ン
ゼ ル ス,サ ク ラ メ ン ト,サ ン フ ラ ン シ ス コ な ど の 大 都 市 の 郊 外 に 合 計12ヶ 所 の
実 験 的 な テ レ ワー ク セ ン タ ー が 設 置 さ れ て い る。
① シ ミ ヴ ァ レー近 隣 地 区 テ レ コ ミ ュー ト ・ワ ー ク セ ン タ ー
1)施 設 の 概 要
1992年4月 末 の ロ サ ンゼ ル ス 暴 動 の 発 端 と な っ た ロ ス 市警 警 察 官 に よ る黒
人 青 年 殴 打 事 件 の 無 罪 評 決 で そ の 名 を 世 界 に 知 ら れ る こ と に な っ た シ ミヴ ァ
レー は,ロ サ ンゼ ル ス か ら車 で 約1時 間 半 の 距 離 に あ る高 額 所 得 層 の 多 く住 む
閑 静 な 高 級 住 宅 地 と して も有 名 で あ る。1991年10月 に 開 設 さ れ た シ ミ ヴ ァ
レー 近 隣 地 区 テ レ コ ミュ ー ト ・ワ ー ク セ ン タ ー(SimiValleyNeighborhoodTel-
ecommuteWorkcenter)は,商 工 会 議 所 の 建 物 に あ る企 業 経 営 者 や 地 方 政 府 関 係
者 が 参 加 し た 地 域 の 交 通 管 理 に 関 す る 官 民 共 同 の 団 体 で あ る交 通 管 理 協 会
(TMA)の 巾 に設 置 さ れ て い る(U.C.Davis,InstituteofTransportationStudies,
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1994)。 同 セ ンター設 立の 主要 な 目的 は,シ ミヴ ァ レー地 区 にお け る交通 混 雑 の
緩 和 や大気 汚 染 の改 善 な ど とな って い るが,ヒ ア リングの結 果 に よれ ば,交 通
管理 協 会 内 の余 剰 スペ ー スを効 果 的 に活 用 す るた めの 具体 策 と して テ レワー ク
セ ン ターの設 立が 計 画 され て,会 員 企 業 か らの オ フ ィス資 材 な どの現物 提 供 に
よ って短 時 間 で準備 され た。 そ の た め,セ ンター設 立に あ た って テ レコ ミュー
テ ィ ン グに つ い て の 需 要 や導 入 可能 性 な ど に関 す る調 査 は ほ とん ど行 わ れ な
か った。
同 セ ン ター は,低 いパ ー テ ィシ ョンで囲 まれ た4つ の個 人用 ブー ス と会 議室
(現在 は倉庫 として使用 されてい る)及 び受 付部 分 に よ って構 成 され て い る。今後,
さ らに3っ の個 人用 ブー スを設 け て最 大7ブ ー ス にまで拡 充す るこ とが 可能 で
あ る とい う。 その点 で,視 察 した施 設 の 中で も最 も小 規模 な もので あ る。 同 セ
ン タ ー に は,電 話 機 を 除 い て パ ソ コ ンな ど の 備 品 は装 備 さ れ て い な い が,
フ ァ ックスや コ ピー な どの機 器 は商L会 議 所 の もの を利用 で きる よ うに な って
い る。 なお,遠 距 離 通 話 につ い て は別途 料 金 が徴 収 され る こ とにな って い る。
2)施 設 の運 営 状 況 な ど
施 設 が オー プ ン して以 来,1995年 夏 まで の約4年 の間,シ ミヴ ァ レー地 区 の
居 住 者 か らも企 業側 か ら も利 用 申 し込 み が ほ とん どなか った。 施設 の利 用希 望
が ほ とん どなか った原 閃 と して は,既 に述 べ た よ うな計 画段 階 にお け る問題 が
あ るだ けで な く,景 気 後退 や 企 業 の レイ オ フな どの影響,テ レコ ミュー テ ィ ン
グに対 す る消極 的 な態 度(従 業員の疎外感,管 理職 の部 ドに対する不信感)な どの要
因 も考 慮 す る必 要 が あ るだ ろ う。 同 セ ンタ ーの 案 内 パ ン フを 見 る と,A人 用
ブー スの使 用 料 金 と して 月額300-400ド ル と い う高 め に設定 され た料 金 が掲
げ られ て い る。最 近 にな って,使 用 料 金 を 月額100ド ル まで 引 き一ドげ る ことや,
導 入実 験 に使 用 す る場 合 に は無 料 で提 供 す る こ とな どが真 剣 に検討 され 始 め て
いる。 交 通 管理 協 会 の 予算 と同協 会会 員企 業 の現 物提 供 に よ って施 設 の設 、γが
行 わ れ た が,案 内パ ンフ レ ッ ト作成 の た め にベ ンチ ュ ラ郡 大気 保全 管 理 区 が補
助 金 を 出 して い る。
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② ア ン テ ロー プ ヴ ァ レー ・テ レ ビ ジネ ス セ ン タ ー
1)施 設 の概 要
1993年1月 末,ロ サ ンゼ ル ス の 中 心 部 か ら約110kmほ ど離 れ た周 辺 に 乾 燥
した高 原 の 砂 漠 地 帯 が 広 が る ロ サ ンゼ ル スの ベ ッ ドタ ウ ンの ひ とっ で あ る ア ン
テ ロ ー プ ヴ ァ レー の ラ ンカ ス ター に,テ レ ビ ジ ネ ス セ ン ター(AntelopeValley
TelebusinessCenter)が オ ー プ ン した 。 同 セ ン ター は,ロ サ ンゼ ル ス郡 政 府 不 動
産 鑑 定 事 務 所 が 使 用 して い る建 物 の 一 部 を 利 用 して 作 られ た 施 設 で あ る(U.C.
Davis,lnstituteofTransportationStudies,1994)。 同 地 区 か ら ロ サ ンゼ ル スや サ ン
フ ェ ル ナ ン ドー ヴ ァ レー な ど の 他 地 区 ま で 屯 で 通 勤 して い る 者 が 約4万 人 い る
が,フ リー ウ ェ イ14号 線 を 使 って ロ サ ンゼ ル ス 中 心 部 ま で 通 勤 す る の に通 常
で 片 道2時 間 弱,雨 天 の 場 合 な ど は約2時 間 半,往 復 で約4時 間 か ら5時 間 も
か か っ て い る の が現 状 で,午 前3時 と か4時 に 起 床 して 早 朝 通 勤 を して い る住
民 もか な り い る との こ とで あ る。 郡 政 府 の 調 査 に よ れ ば,家 庭 内 に お け る幼 児
や 児 童虐 待 の 発 生 は 同 郡 の 中 で ア ンテ ロ ー プ ヴ ァ レー の発 生 率 が 最 も高 い こ と
が 明 らか に な っ て い る。 これ に は,長 時 間 通 勤 に よ る ス トレ スが 原 因 の 一 部 に
な っ て い る と み られ て い る。
こ の よ う な状 況 の も と で,郡 政 府 は1992年5月 か ら テ レ ワ ー ク セ ン タ ー設
立の 検 討 を 官 民 共 同 で 始 め て,ア ン テ ロ ー プ ヴ ァ レ ー で の3年 間 の 実 験 プ ロ
ジ ェ ク トが 行 わ れ る こ とが 決 め られ た 。 この 施 設 の ス ポ ンサ ー とな っ た の は,
公 共 機 関 と して は 南 海 岸 大 気 保 全 管 理 区,ロ サ ンゼ ル ス郡 政 府,同 郡 交 通 委 員
会,ア ンテ ロ ー プ ヴ ァ レ ー地 域 開 発 公 社 が 参 加 して お り,民 間 企 業 と して は
ア ッ プ ル コ ン ピ ュ ー タ,コ ンパ ッ ク コ ン ピ ュ ー タ,IBM,ヒ ュ ー レ ッ ト ・
パ ッ カ ー ド,ロ ー タ ス,ゼ ロ ッ ク ス,パ シ フ ィ ッ ク ベ ル,GTEカ リ フ ォル ニ
ア,南 カ リフ ォ ル ニ ア エ ジ ソ ンな ど の20数 社 が 参 加 して い る。 これ らの う ち,
公 共 機 関 は補 助 金 や オ フ ィ ス スペ ー スを 提 供 し,民 間 企 業 は コ ン ピ ュ ー タな ど
を 現 物 で 無 償 提 供 して い る。
同 セ ン タ ー は,15の 個 人 ブ ー ス,機 密 保 持 の 可能 な5っ の 個 室,会 議 室(パ
シフ ィックベルの テ レ ビ会議 シ ステ ム付 設),印 刷 室,キ ッチ ン,セ ン ター 事務 所 に
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よ って構成 され て お り,一 日に約25人 前後,一 週 間で45名 か ら50名 の利 用 が
可能 で あ る(図1を 参照)。 同 セ ンターに は,ス ポ ンサ ー企 業 で あ る3つ の メ ー
カ ーの コ ンピュー タ とそ れ らの上 で走 る ほ とん どの ソ フ トウェ ア,モ デ ム,共
用 の レー ザ ー プ リンタが準 備 され て い るが,OA機 器 を ま った く設 置 して い な
い個 人 用 ブ ー ス や 個 室 も用 意 され て い る。 これ は一 部 の 利 用 者 に よ る コ ン
ピュ ー タな どの持 込 み を想 定 した もの で あ る。 現 在 あ る テ レ ビ会 議 シ ステ ム
は,同 セ ンターの入 って い る郡 政 府 の 出先 機関 とロサ ンゼ ル ス中心 部 の郡政 府
の間 の コ ミュニ ケ ー シ ョンを容 易 にす るた め に設 け られ た もの だが,今 後,同
セ ンターの利 用 者 と勤 あ先 の民 間 企業 な どの間 で の システ ムの利 用 を促 進 す る
こ と も検討 され て い る。 同 セ ン ターの活 用 に よ って,年 間2万4千 トンの大気
汚 染 物 質 の排 出削減,ロ サ ンゼ ル ス中心 部 な どへ の通 勤 時 間 を年 間2万5千 時
間 ほ ど節 約 させ る ことな どが プ ラスの影 響 と して 予測 され て い る。
2)施 設 の運 営 状況 な ど
1993年7月1の 段 階 で,10数 名 の利 用 者 が 同 セ ン ター を使 用 して い た。内訳 は
郡政 府 の職 員2名,UCLAの 教 官1名,航 空 機 メー カー の ロ ッキ ー ド社,ペ
プ シコー ラ社,ヘ ル ス ネ ッ ト社,南 カ リフ ォル ニ ア ガ ス会社,法 律 事 務所 な ど
の民 間企 業11社 に勤 務 す る者 が約10数 名 で あ った。 その利 用頻 度 と して は,
週4日 利 用 が1名 い る以 外 は,週1日 か2日 間利 用 して い る者 が 大多 数 で あ っ
た。 今後,施 設 の利 用 に慣 れ て くるに従 って,利 用者 数 も利用 日数 も徐 々 に増
加 して くる だ ろ う とみ られ て い る。 郡 政 府 職 員 全 体 で 在 宅 勤 務 な ど テ レ コ
ミュー テ ィ ングプ ロ グ ラムに参 加 して,電 話 や コ ンピュー タを使 って仕 事 を し
て い る者 が2300名 ほ ど い るが,ア ンテ ロー プ ヴ ァ レー に居 住 す る職 員約4000
名 に よ る同 セ ンターの利 用 が拡 大 す れ ば,そ れ だ けで も同 地 区 の通勤 状 況 や人
気 汚 染 な どを改 善 して い くき っか け にな る可能 性 が 大 きい とい う。
利 用者 の何 人 か は,仕 事 の性 質 上,デ ー タセ キ ュ リテ ィに非 常 に強 い関心 を
示 して い るが,同 セ ンターの メ リ ッ トはパ ー テ ィシ ョンで囲 まれ た個 人 用 ブ ー
スの他 に,プ ライバ シーを維持 す る ことの で き る個 室 を用 意 して い る こ とで あ
る。 そ の ため,デ ー タセ キ ュ リテ ィに神 経 を使 わ ざ るを得 な いハ イ テ ク関連 の
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企業 や連 邦 国 税庁(IRS)な どか らも積極 的 な利 用 の 問 い合 わ せ が きて い る とい
う。 郡 政 府 に よ って,同 セ ン ター の利 用 者 や在 宅 勤 務 者 な どの テ レコ ミュ ー
テ ィ ング参 加 者,そ れ らの職 員 の上 司 に対 す る現場 に お け るテ レコ ミュー テ ィ
ン グの紹 介 ・訓練 プロ グ ラムへ の 参加 が義 務 づ け られ て い るが,民 間企 業 の場
合 で もy希 望 す れ ば郡政 府 の プ ロ グ ラムに参 加 す る ことが で きる よ うに な って
い る。 しか し,こ れ ま で の と ころ,パ シ フ ィ ッ クベ ル な ど の本 格 的 な テ レ コ
ミュー テ ィ ングプ ログ ラ ムを導 入 して い る一 部 の企 業 を除 い て,民 間部 門 にお
いて紹 介 ・訓練 プ ログ ラ ムを行 って い る企 業 はな い。
当 初,郡 政 府 が 在 宅 勤 務 制 度 を導 人 した際,郡 政 府 職 員組 合 か らの 抵 抗 が
あ ったが,現 在,在 宅勤 務 を含 めて テ レコ ミュ ーテ ィングに参 加 して い る郡 政
府 職 員 の ほ とん ど は職 員 組 合 の メ ンバ ーで あ る。 そ の ためaプ ロ ジェ ク トの初
期 段 階 に お け る不信 感 や疑 問 を早 急 に解 決 す る こ とが 重 要 で あ る と考 え られ
る。 ロサ ンゼ ル ス郡 政 府 は,同 セ ン ター の施 設 管 理 を非 営 利 の ア ンテ ロー プ
ヴ ァ レー地 域 開 発 公社 に委 託 して い る。今後,施 設 の運 営 が進 展 す る につ れて,
フ ル タ イム の セ ン ター マ ネ ジ ャー を採 用 す る計 画 で あ るが,調 査 した時 点 で
は,郡 政 府 の テ レコ ミュー テ ィング ・プ ロ ジェ ク トの責任 者 で あ るナ ン シー ・
アプ レス さん が ロサ ンゼ ル スか ら時折 施 設 を訪 れて,事 務 局 的 な仕 事 を して い
るだ けで あ った。 ヒア リングの中 で アプ レス さん は,そ の よ うな状 態 で は施 設
の運 営 にi・分 に関 わ る ことが で きな い ので,問 題 が 極 めて 多 い とい うこ とを指
摘 して いた。な お,1994年1月 の ノー ス リッジ地 震後 に第2ア ンテ ロー プ ヴ ァ
レー ・テ レ ビジネ スセ ン ターが設 、アされ た際 に,両 方 の セ ン ター運 営 を担 当す
る フル タ イム の 女性 マ ネ ジャーが配 置 され た。
同 セ ン ター に は,南 海岸 大 気保 全 管 理 区(SCAQMD),ロ サ ンゼ ル ス人都 市圏
交 通 区(MTA)が まず スター トア ップに必 要 な財 源約22万3千 ドル の補 助 金
支 出 を行 うと と もに,ス ポ ンサ ー とな った企業 が 施 設 に必 要 な コ ン ピュ ー タ,
コ ピー機,フ ァ ックス,テ レビ会 議 シ ステ ム,デ ジ タル交 換機 な どの機 器 や設
備 を無 償 提供 して い る。 今 後,毎 年6万 ドル 前後 が 施設 の維持 に必 要 にな る と
予 測 され て い る。 今後,同 セ ンター の プ ロ ジ ェ ク トを発 展 させ て い くたあ に,
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新 聞 や テ レ ビな どの メデ ィアの活 用,各 企 業 の従業 員 通勤 担 当の コー デ ィネー
ター との接 触 の 拡 大,電 話 に よ る勧 誘 な どを行 って い くこ とが検 討 され て い
る。
③ ア ッ プ ル ヴ ァ レー ・テ レ ビ ジ ネ ス ・ワ ー ク セ ン タ ー
1)施 設 の 概 要
リバ ー サ イ ド郡,サ ンバ ー ナ ー デ ィ ノ郡,ロ サ ンゼ ル ス郡 東 部 を 合 わ せ た イ
ン ラ ン ド ・エ ンパ イ ァ と 呼 ば れ る 人C-250万 人 以 上 の 地 域 の 経 済 団 体(商 一1会
議 所的 な組織)で あ る イ ン ラ ン ド ・エ ンパ イ ア経 済 評 議 会(TheInlandEmpire
EconomicCounci1)は,1991年7月,ロ サ ンゼ ル ス郊 外 の乾 燥 した高 原 地 帯 で あ
る 同 地 域 か ら ロ サ ンゼ ル ス市 や オ レ ン ジ郡 へ の 通 勤 一者 に と っ て の テ レ コ ミュ ー
テ ィ ン グの 実 現 可能 性 を 調 査 す る た め に テ レ ワ ー ク セ ン タ ー を設ljす る こ と を
決 定 し た 。 約4ヵ 月 後 の1991年10月,3年 間 の 実 験 プ ロ ジ ェ ク トと して の
ア ッ プ ル ヴ ァ レー ・テ レ ビ ジ ネ ス ・ワ ー クセ ン タ ー(ApPleValleyTeiebu--si-
nessWorkcenter)が 開 設 さ れ た(現 在 は本稼働 して い る)。 ア ップ ル ヴ ァ レー が 同
セ ン タ ー の 、'r地場 所 の 一 っ に選 ば れ た 背 景 に は,同 地 区 の 強 力 な 支 援 が あ っ た
こ と が あ る。 同 セ ン ター の ス ポ ンサ ー と して は,州 政 府,サ ンバ ー ナ ー デ ィ ノ
広 域 行 政 機 関,サ ンバ ー ナ ー デ ィ ノ郡 大 気 保 全 管 理 区,南 海 岸 大 気 保3管 理 区
な ど の 公 共 機 関,イ ン ラ ン ド ・エ ンパ イ ア経 済 評 議 会,IBM,GTE,ゼ ロ ッ
ク ス,南 カ リフ ォ ル ニ ァ ェ ジ ソ ン な ど の 民 間 企 業 が 参 加 して い る。
同 セ ン タ ー は,イ ン ラ ン ド ・エ ンパ イ ア 地 域 に あ る4っ の テ レ ワ ー ク セ ン
ター の ひ とっ で,フ リー ウ ェ イ15号 線 と18号 線 の イ ン ター チ ェ ン ジ に も非 常
に近 い デ ル オ ロ ・シ ョ ッ ピ ン グ プ ラザ に あ る平 屋 の 商 業 ビル の一 部 を利 用 して
作 られ た もの で あ る。 計 画 決 定 か らそ の 実 現 ま で た っ た4ヵ 月 間 しか な か った
た あ に,基 本 構 想 の策 定 や マ ー ケ テ ィ ング調 査 な ど に 十分 な 時 間 を 費 や す こ と
が で き な か っ た こ と が,運 営 開 始 後 に プ ロ ジ ェ ク トを 拡 人 す る一上で 少 し障 害 に
な っ て い る と い う こ と で あ る。 しか し,同 セ ン タ ー に は,フ ル タ イ ム の マ ネ ー
ジ ャー と して 長 年 の ビ ジ ネ ス経 験 を 持 っ ピー ト ・ピー タ ー ソ ン氏 が 常 駐 して い
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る こ とが運 営 上 の強 み とな って い る。
同 セ ン ター は,12の 個 人 用 ブ ー ス,会 議 室,受 付 兼 事務 室 に よ って構 成 され
て い る(図 一2参 照)。 ア ンテ ロー プ ヴ ァ レーに あ るよ うな デ ー タセ キ ュ リテ ィ
に配 慮 した個室 型 の オ フ ィス は用意 され て いな い。 この点 が 同 セ ン ター利 用者
の不 満 の種 にな って い る よ うで あ る。通 常 の運 営 時 間 は平 日の午前8時 一午後
5時 まで とな って い るが,同 セ ンターの利 用者 は24時 間 いつ で も利 用 で きるよ
うに特 別 の鍵 とパ ス ワー ドを保 持 して い る。 利用 者 に よれ ば,同 セ ンターで仕
事 をす る方 が本社 な どよ り もは るか に仕 事 に集 中 で きる との ことで あ る。 同 セ
ンター に は,共 用 の コ ピー機 や フ ァク スの他 に,ス ポ ンサ ー とな ったIBMか
ら無償 提 供 され た 旧 モ デ ルの コ ン ピュー タ(PS/2model30s,8086s)+モ デ ムが
用 意 され て い るが,同 セ ン ターの案 内パ ンフに は最 先端 の技 術 を導入 して い る
との宣 伝 が あ った た め,利 用 者 か らそ の ことに対 す る不 満 が 山 て い る(U .C.
Davis,InstituteofTransportationStudies,1994)0
2)施 設 の運 営 状況 な ど
1993年7月 の段 階 で,同 セ ンター を利用 して い るの は,南 カ リフ ォル ニ ア エ
ジ ソ ン(電 力会社),GTE(電 話会社),ゼ ロ ックスな どの民 間 企業 の社 員 が13
名,リ バ ーサ イ ド郡 政 府 が4名,合 計17名 とな って い た。 その中 で,南 カ リ
フ ォル ニ ア エ ジ ソ ン社 が最 も積 極 的 に同 セ ン ターの 利 用 を行 って い る。 セ ン
ターの運 営方 針 で は,特 定 の個 人用 ブー スが 企 業 や郡 政府 に割 り当て られ て い
るた め,ひ とっ の企 業 が利用 して い る ブー スを別 の企 業 が利 用 す る こと はで き
な い とい うこ とに な って い る。 しか し,同 一 企 業 内 の何 人か で ひ とっ の ブー ス
を共 用 す る こ とに は問題 が な い。 同 セ ン ターに は,デ ー タセキ ュ リテ ィが 可能
な個 室 が な いた ゐ6に,ス ポ ンサ ー企 業 で あ るIBMは ,同 セ ンターの利 用 を断
、念した とい うこ とで あ る。
職 業分 類 を 見 る と,販 売,情 報 産業,環 境衛 生,不 動産 鑑定,原 子 力 エ ンジ
ニ ァ な どの様 々 な職 業 従 事者 が同 セ ンターの利 用 を行 って い る
。 なお,男 女 の
割 合 は約4対1と な って いて,現 在 の と ころ男性 に よ る利 用 の 方が圧 倒 的 に多
い・ 同 セ ンターの利 用状 況 と して はs毎 日平 均 して約7名 か8名 程度 が利 用 し
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て い る との こ とで あ る。 その利 用頻 度 は,週1日 利 用 が14名,週2日 一3日 利
用 が2名,週5日 利 用 が1名(こ の人物 は,ハ イテク関連 のスター トア ップ企業の社
長)と な って い る。同 セ ン ターを利 用 して い る企業 や公 共機 関 は,基 本的 に従業
員の適 性 検 査 を通 じて どの人 物 が テ レコ ミュ ーテ ィングに適 格 で あ るの か を決
定 して い る。 同 セ ン ター と利 用企 業 な ど との間 で は,契 約 爵 と利 用合 意 書 が交
わ され て い る。 フル タイ ム のマ ネー ジ ャー ・ピ ー ター ソ ン氏 が い る こ とに よ っ
て,同 セ ン ター の運 営 は極 めて ス ムー ズ に行 われ て い る。 同氏 が セ ンターの事
務 的 な問 題 の処 理 や サ ポ ー ト活動 を行 う と と もに,運 営 方針,活 動 報 告 書,決
算 潜の作 成 を行 って い る。
1992-1993会 計年 度 の 予算 書に よれ ば,補 助 金,寄 付 金,使 用料(個 人用ブー
スの月間使用料 は当初100ド ル となって いた。後 に204ド ルに値Lげ)な どの形 で 約
10万6千 ドルの収 入,約9万1千 ドルの 支出 とな って い るので,年 間約1万5
千 ドル の純 益 が 出 て い た。 スポ ンサ ー の企業 や政 府機 関 が 補助 金 や 設備 な どの
無 償供 与の形 で か な りの援 助 を行 って い る ので,予 算修 正 な どの問 題 に直面 す
る可能 性 は ほ とん どな い よ うで あ る。 しか し,使 用料 の み の収 入 で セ ン ター の
独 、γ採 算 が 可能 に な るの は まだ か な り先 の こ とで あ る。
事業 拡 大 の た め に は,新 聞 や テ レ ビ,パ ソコ ン通信 な どの メデ ィアの活 用・
宣 伝 ビデ オ や案 内 パ ンフの作 成,ロ コ ミ,近 隣 地 区 の居 住 者 へ の ダ イ レ ク ト
メー ルの発 送 な どの 手段 が使 わ れて い る。 ピー ター ソ ン氏 の話 の 中で,今 後 の
課 題 と して よ り積極 的 な マ ー ケテ ィング戦 略 の確 立が極 め て重 要 で あ る ため・
イ ンラ ン ド ・エ ンパ イ ア地域 の テ レワー クセ ンターを統 括 す るマ ー ケテ ィ ング
担 当 者 を お く必 要が あ る こ とが 強調 されて いた。
④ 東 ハ イ ラ ン ドラ ン チ ・テ レ ビ ジ ネ ス ・ワ0ク セ ン タ ー
1)施 設 の 概 要
1992年12月 に 開 設 さ れ た 一束ハ イ ラ ン ド ラ ン チ ・テ レ ビ ジ ネ ス ・ワ ー ク セ ン
タ ー(EastHighlandRanchResidentialTelebusinessWorkcenter)は,イ ン ラ ン
ド ・エ ン パ イ ア 地 域 に`r地 す る4っ の テ レ ワ ー ク セ ン タ ー の 中 の 一 つ で あ り,
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リバ ー サ イ ドか ら約32km離 れ た一・戸 建 て の分 譲住 宅 団 地 に隣接 して い る。 そ
の分 譲 住 宅団 地 はs現 在 第4期 めの整 備 事 業 が進 め られ て い る段 階 で,一 戸
当 た りの販 売 価 格 は約20万 ドルか らス ター トして い る。 非 常 に ゆ った り と建
て られ た人 型 の住 宅 が 中心 とな って い て,周 辺 の 自然 環 境 も郊 外 型 の住 宅 地 と
して は非常 に良 好 で あ る。東 ハ イ ラ ン ドラ ンチの セ ンター に使 用 され て い る建
物 は・ 分譲 住 宅 団地 の販売 セ ンター と して使 用 されて いた 平屋 の建 物 を開 発 業
者 が1年 契 約 の低家 賃 で提 供 した もの で あ る。
現 在,同 セ ンター は,6っ の個 人用 ブー ス,会 議 用 スペ ー ス,印 刷 室,キ ッチ
ン・ セ ンター受 付 によ って 構成 され て お り,セ キ ュ リテ ィ ・シ ステ ム も設 置 さ
れ て い る(視 察で訪れた時,誤 作動で関係者が来るまでの約1時 間 半鳴 り続 けた)。 個
人用 ブー スは最大10ま で増 や す ことがで き るよ うに な って い る。しか し,当 面
拡 人 す る方針 はな い と い う ことで あ る。個 人用 ブー スの使 川 料 金 は月額100ド
ルで あ る。 同 セ ン ターの スポ ンサ ー と して は,イ ンラ ン ド ・エ ンパ イ ア経 済 評
議会,南 海岸 大 気保 全 管理 区,東 ハ イ ラ ン ドラ ンチ開 発 会社,ヒ ュ ー レ ッ ト.
パ ッカ ー ド社 な どが参 加 してお り,什 器類 につ いて は,地 元 の家 具 メー カ ーが
デ ィス カ ウ ン ト価 格 で提 供 した とい うこ とで あ る。 案 内 パ ンフ レッ トを み る
と・ 団地 か らr1転 車 や徒 歩 で 来 れ る こ とを 強調 して い るが,実 際 に敷地 内 に駐
車場 が あ って もほ とん ど車 を必要 と しな い距 離 にあ る。
2)施 設 の運営 状 況 な ど
視 察 時点(1993年7月)に お け る同 セ ンターの利 用 者 は4名 で あ ったが,そ の
内 の不動 産 会社 の販 売 担 当の 女性 社 員 は同 セ ンターを 出先 の事 務 所 と して利 用
して い た ので,正 確 に は テ レコ ミュー ター とは呼 べ な いだ ろ う。 同 セ ンターの
利 用 上 の問 題 は,コ ンピュー タな どを 自分 で準 備 しな けれ ば な らな い とい う点
よ り も,施 設 の利 用 が終 わ った後 で個 人 の持 ち物 を保 管 す る場 所が な く,す べ
て持 ち帰 らな けれ ば な らな い とい う点 に あ るよ うだ。
な お,同 セ ン ター に は マ ネー ジ ャーを常 駐 させ る 予定 で あ る とい うが,同 セ
ンターの利 用状 況 で は採 算 的 に成 り立た な いの は明 らか で あ る
。 その た め,イ
ンラ ン ド ・エ ンパ イ ア経 済 評議 会 で は ダイ レク トメ ール の発 送,住 宅 団地 のB
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BQパ ー テ ィで の説 明,プ ロモ ー シ ョ ン ・ビデ オの作 成,CATVの 利 用 な ど
の広 報 活 動 に 力 を 入 れ て い るが,ま だ効 果 が 出 て い る と は 言え な い状 況 に あ
る。
⑤ リバ ー サ イ ド ・テ レ コ ミ ュー テ ィ ン グ ・ワ ー ク セ ン タ ー
1)施 設 の概 要
1991年11月,ロ サ ンゼ ル ス郊 外 の リバ ー サ イ ド郡 に州 政 府,同 郡 交 通 委 員
会}パ シ フ ィ ッ クベ ル 社,経 済 開 発 官 民 協議 会(theEc。n。micDevelopmentPart-
nership)が 中 心 と な った リバ ー サ イ ド ・テ レ コ ミュ ー テ ィ ン グ ・ワ ー ク セ ン
タ ー(RiversideTelecommutingWorkcenter)が 開 設 さ れ た 。 同 セ ン タ ー の プ ロ
ジ ェ ク トは,南 カ リフ ォ ル ニ ア に お け る交 通 混 雑 の 緩 和 や 大気 汚 染 の 軽 減 を 目
指 した テ レ ワ ー クセ ン タ ー の 設 立 に 向 け た 動 き の 中 で も最 も官 民 協 力 が う ま く
い っ た ケ ー ス で あ る。同 セ ン ター の プ ロ ジ ェ ク トを 進 め る ヒで,リ バ ー サ イ ド,
ア ッ プ ル ヴ ァ レー,オ ン タ リオ の テ レ ワ ー ク セ ン タ ー の 設 立 の た め の 州 政 府 に
よ る補 助 金 支 出 を 決 め た 法 案 が1991年 春 に 成 、アした こ と が 大 き な 弾 み と な っ
た 。 補 助 金 の 支 出 が 決 ま った 後,約 半 年 で 同 セ ン タ ー が オ ー プ ン した。 同 セ ン
タ ー の ス ポ ン サ ー と して は,州 政 府,リ バ ー サ イ ド郡 交 通 委 員 会sイ ン ラ ン
ド ・エ ンパ イ ア経 済 評 議 会,南 海 岸 大 気 保 全 管 理 区sパ シ フ ィ ッ ク ベ ル,南 カ
リ フ ォル ニ ァ エ ジ ソ ン,ヒ ュ ー レ ッ ト ・パ ッ カ ー ド,IBM,ゼ ロ ッ ク スな ど
の 企 業 が 参 加 して い る。
同 セ ン ター は,リ バ ー サ イ ドの ダ ウ ン タ ウ ン近 くの 企 業 団 地 の 一 角 に あ る平
屋 の オ フ ィ ス ビル の一 部 を 利 用 して 作 られ た もの で あ る。 同 セ ン ター の 周 辺 に
は,レ ス トラ ン,郵 便 局,ス ー パ ー一マ ー ケ ッ ト,保 育 所 な ど が 揃 って い て,バ
ス タ ー ミナ ル も歩 い て い け る距 離 に あ る。 同 セ ン タ ー は,当 初1年 間 の 実 験 を
行 う た め に作 られ た が,州 政 府 の補 助 金 支 出 が 決 ま った こ と に よ って,少 な く
と も1993年10月 末 ま で の2年 間 の 運 営 が 可能 に な った 。 そ れ 以 後 の 運 営 に つ
い て は,州 政 府 を 含 め た 官 民 に よ る資 金 面 で の 支 援 が 可 能 か ど うか に か か って
い た がy困 難 な状 況 を 乗 り越 え て1995年7月 現 在 も運 営 さ れ て い る。 同 セ ン
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タ ー で は,フ ル タ イ ム の 常 駐 マ ネ ー ジ ャ ー が 施 設 の 運 営 管 理 を 行 っ て い る。
オ ー プ ン時 間 は 一応 午 前8時 か ら午 後5時 ま で と な って い る が,テ レ コ ミュ ー
タ ー は鍵 を 使 って24時 間 施 設 を利 用 す る こ とが で き る。同 セ ン ター は,機 密 保
持 の で き る19の 個 室,26の 個 人 用 ブ ー スの た め の ス ペ ー ス,2つ の 会 議 室(テ
レビ会 議 システ ム付 設),食 堂,受 付 及 び セ ン タ ー 事 務 所 に よ っ て 構 成 さ れ て い
る。各 々 の 個 室 は,数 人 が 作 業 で き る だ け の 広 さが あ り,複 数 の デ ス ク(合 計 で
44)が 設 置 され て い る(図 一3参 照)。
同 セ ン タ ー に は,一 度 に 約70名 の テ レ コ ミュ ー タ ー が 利 用 で き る だ け の ス
ペ ー ス が あ った が,視 察 時 点 で は約40名 が 同 セ ン ター を利 用 して た。個 室 の使
用 料 金 と して 月 額100ド ル を 徴 収 して い る。 個 人 用 ブ ー ス に つ い て は・ 料 金 が
無 料 で あ る に もか か わ らず,企 業 側 の利 用 希 望 は な い と い う こ と で あ る。 利 用
者 た ち の コ メ ン トに よ れ ば,同 セ ン ター を 利 用 す る最 人 の 利 点 は,他 人 か らr
渉 さ れ ず 静 寂 さ が 保 た れ て い る こ とで あ る とい う。 そ の 他 の 同 セ ン ター の 、γ地
ヒの 有 利 さ と して1① フ リー ウ ェ イ60号 線 や91号 線 へ の ア ク セ ス,② 学 校 や
シ ョ ッ ピ ン グ セ ン ター へ の 近 さ,③ 交 通 機 関 の 利 用 し易 さ な ど が 挙 げ られ て い
るがa実 際 に 企 業 側 が テ レ ワ ー ク セ ン ター へ の 、γ地 を 決 定 す る際 に は使 用 料 金
や 施 設 の 快 適 さ な ど の 条 件 が 決 定 要 因 に な る と の こ とで あ る(U.L.Davis,Insti-
tineofTransportationStudies,19900
2)施 設 の 運 営 状 況 な ど
1993年7月 の 視 察 時 点 に7同 セ ン タ ー を 利 用 して い た の は,パ シ フ ィ ッ ク ベ
ル な どの4社 か らの 約40名 で あ っ た 。そ の 職 種 に は様 々 な もの が あ るがsコ ン
ピ ュ ー タ ・プ ロ グ ラ マ ー,事 務 職 セ ー ル ス担 当 な ど が 代 表 的 な もの で あ る。
1週 間 当 た り の 利 用 状 況 は,週 一U利 用 が37名,週2～3日 利 用 が3名 と な っ
て い た。 な お,同 セ ン ター の マ ー ケ テ ィ ン グ に は,テ レ ビや ラ ジ オ な ど の メ
デ ィア,パ ン フ レ ッ ト,ダ イ レ ク トメ ー ル,rlコ ミな ど が 使 わ れ て い る。 同 セ
ン ター の 日常 的 な 運 営 管 理 に は マ ネ ー ジ ャ ー(SiteAdministrator)が 当 た って
い る が,1=体 的 な 方 針 に つ い て は運 営 委 員 会 で 決 め て い る。 同 セ ン タ ー で は ・
現 在 ま で の と こ ろ,利 用 企 業 が す べ て デ ー タ ・セ キ ュ リテ ィが 万 全 の 個 室 を
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使 って い るた め に,セ キ ュ リテ ィ関 連 の問題 は全 く生 じて い な いよ うで あ る。
しか し,も し同 セ ンター に個 室 が なか った な らば(オ ープ ンの個人用ブースだけ
であ ったな らば),そ の利 用 に は躊 躇 した だ ろ うとい う利 用企 業 の コメ ン トもあ
るので,テ レワー クセ ンター の レイ ア ウ トを考 え る場 合 に,デ ー タ ・セ キ ュ リ
テ ィを保 持 で き る よ うに個 室 を配 置 す る こ とが一 っ の重 要 な要 因 に な るだ ろ
う。 同 セ ンターで は,利 用 者 が使 用 す るた めの コ ンピュ ー タを全 く設 置 して お
らず,利 用者 自身 が持 参 す る ことに な って い る。 同 セ ン ターで は秘 書 業務 も提
供 して い な い。 同 セ ン ター の最 初 の1年 間 の収 支 は,収 入 が27万3565ド ル,
支出 が26万4038ド ル とな って お り,差 引9500ド ル以 上 の黒字 で あ った。もっ
と も,そ の収入 の 内訳 は,州 政 府 か らの補助 金 や寄付 金 が 大 きな割 合 を 占め て
お り,同 セ ンターの使 用 料収 入 の割 合 は大 き くな か った。 月額100ド ル の賃 貸
料 金 は市 場 価 格 よ りか な り低 く設 定 され て お り,そ れ に は電話 な ど通 信 料金 は
含 まれて いな い。 使 用料 収 入 によ って採 算 を成 り1た せ るた め には,側 室 の賃
貸料 金(同 企 業の3名 で使用)を 月額400～500ド ルに設定 す る必 要が あ る とみ
られ る。
イ ンラ ン ド ・エ ンパ イ ア経 済 評議 会 の テ レワー クセ ンターの マ ーケ テ ィ ング
担 当 マ ネー ジ ャーの リ ンダ ・モ ー トンさん に よれ ばs同 セ ン ターの運 営 が成 功
す るため に は,最 初 に参 加 した企 業 の持 続 的 な 支援 と州 政 府 や地 方政 府 な ど公
共 部 門 に よ る財 政 的 な援 助 が も っ と も決 定 的 な 要 因 で あ る とい う。 一 方 で,
マ ーケ テ ィング活動 の 不足,利 用 可能性 の あ る企 業内 にお け る中間 管理 職 の抵
抗,景 気 の動 向 な どが テ レコ ミュ ーテ ィングを拡 人 す るf一で の阻害 要 因 に な っ
て い る との ことで あ る。 今 後 の こ とを 考 え る と,マ ー ケ テ ィ ング活 動 に どれだ
け の資金 と時 間 を っ ぎ込 む こ とが で きるか が決 め手 に な るだ ろ うとい うこ とを
強 調 して い た。
⑥ オ ン タ リオ ・テ レ ビ ジ ネ ス ・ワ ー ク セ ン タ ー
1)施 設 の 概 要
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マ イ ル離 れ た オ ン タ リオ 国 際 空 港 に隣 接 した オ フ ィス パ ー ク の 中 の8階 建 て 業
務 ビル の2階 の0部 を 借 りて 作 られ た。 同 セ ン タ ー の 周 辺 に は,空 港 の 他 に ホ
テ ル・ レ ス トラ ン,シ ョ ッ ピ ン グ セ ン タ ー な ど も揃 って い て ,視 察 した テ レ
ワ ー クセ ン タ ー の 中 で は も っ と も'r _地 条 件 の 良 い セ ン タ ー で あ る。 伺 セ ン ター
の ス ポ ンサ ー と して は,州 政 府,サ ンバ ー ナ ー デ ィ ノ広 域 政 府 ,オ ン タ リオ 市,
イ ン ラ ン ド ・エ ンパ イ ア経 済 評 議 会,南 海 岸 大 気 保 全 管 琿 区,GTE,南 カ リ
フ ォル ニ ア ェ ジ ソ ン,IBM,ゼ ロ ック スな どが 参 加 して い る。同 セ ン タ ー は,
リバ ー サ イ ド ・テ レ コ ミュ ー テ ィ ン グ ・ワ ー ク セ ン ター や ア ッ プ ル ヴ ァ レー ・
テ レ ビ ジ ネ ス ・ワ ー ク セ ン タ ー と 同 様 に イ ン ラ ン ド ・エ ンパ イ ア経 済 評 議 会 の
主導 に よ る官 民 共 同 プ ロ ジ ェ ク トと して 始 め られ た もの でf交 通 混 雑 の 緩 和 ,
大 気 汚 染 の 軽 減,地 域 経 済 の 活 性 化 をtた る 目的 と して い る。1991年5月 か ら
設 、Z準備 が 進 め られ た 同 セ ン タ ー は 同 年10月 に 開 設 さ れ た。
同 セ ン タ ー の オ ー プ ン時 間 は,月 曜 日 か ら金 曜 日 ま で の 午 前8時 か ら午 後5
時 ま で で あ る が,セ ン タ ー 利 用 者 は24時 間 建 物 に ア ク セ スで き る よ う に な っ
て い る。同 セ ン タ ー は,24の 個 人 用 ブ ー ス,2つ の 会 議 室(テ レビ会議 システ ム付
設),応 接 室,受 付,食 堂,備 品 室 に よ っ て構 成 さ れ て お り,常 駐 の マ ネ ー ジ ャ ー
が 郵 便 物 の 配 布 を 含 め た様 々 な 業 務 支 援 を 行 っ て い る(図 一 4参 照)。 リバ ー サ
イ ドの セ ン タ ー の よ う な デ ー タ ・セ キ ュ リテ ィ に配 慮 した 個 室 は な い が ,こ れ
ま で の と こ ろ 利 用 者 か ら の 不 満 の 声 は 出 て い な い と い う こ と で あ る。 も っ と
も,同 セ ン ター の オ ー プ ン前 に進 出 を 検 討 して い た 企 業 の う ち2社 は 個 室 が な
い た め に進 出 を 断 念 して い る。 同 セ ン タ ー で は,[BMの パ ソ コ ンな ど も用 意
さ れ て お り,利 用 者 の 便 宜 が 図 られ て い る。
2)施 設 の運 営 状 況 な ど
約30名 程 度 の 利 用 者が 同 セ ン タ ー を 使 用 して い る。内 訳 は,南 カ リフ ォ ル ニ
ア エ ジ ソ ン,GTEな ど の 民 間 企 業4社 が26名,連 邦 政 府 職 員 が6名 と な って
い る。 平 均 して 一 日 に5名 か ら10名 が 利 用 して い る。 な お ,利 用 者 の 男 女 の 割
合 は,だ い た い3対1と な って い る。 テ ナ ン ト企 業 の 募 集 に は,マ ス メ デ ィア,
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パ ン フ レ ッ ト,ロ コ ミ,ワ ー クシ ョップな どの方 法 が用 い られ て い る。
同 セ ンタ ーの設 、佐に際 して,州 政 府 か らの補助 金 や 中心 的 な民 間 企 業 か らの
財 政的 な支援 を受 けて い る。 さ らに,ス ポ ンサ ー とな った民 間 企 業 か らはパ ソ
コ ン,モ デ ム,什 器 類,フ ァ ック ス,コ ピーな ど の現 物 に よ る寄付 や技 術 的 な
支援 もあ る。 同 セ ンターの今 後 の運営 を考 え る上 で,他 の テ レワー クセ ンター
と同様 に,マ ー ケ テ ィ ング活 動 の推 進 が重 要 な課題 にな る とみ られ る。
(3)ノ ー ス リ ッ ジ地 震 と 災 害 対 応 型 テ レ ワ ー ク セ ン タ ー
① 連 邦 テ レ ワ ー ク セ ン タ ー ・プ ロ ジ ェ ク トと危 機 管 理
こ こで は,1994年1月 に 発 生 した ノ ー ス リ ッ ジ地 震 後 に 開 設 さ れ た サ ン タ ク
ラ リ ッ タ連 邦 テ レワ ー ク セ ン ター と第2ア ンテ ロ ー プ ヴ ァ レー ・テ レ ビ ジ ネ ス
セ ン ター の2つ の 施 設 の 紹 介 を 通 して,災 害 時 の オ フ ィ ス分 散 や連 邦 緊 急 事 態
管 理 庁 が ど の よ う な 役 割 を 果 た し た の か と い う点 を 検 討 す る こ と に し た い。
ノー ス リ ッ ジ地 震 の 際 に は,ロ サ ンゼ ル ス とそ の 周 辺 地 域 が 阪 神 地 域 と同 じよ
うな 激 しい 地 震 を 経 験 した が,地 震 の 混 乱 か ら そ れ ほ ど時 間 が 経 た な い 時 期
に,こ れ らの テ レ ワ ー ク セ ン ター が 連 邦 緊 急 事 態 管 理 庁 の1'導 の も とに 設 置 さ
れ た。
連 邦 総 務 庁(GSA)は,1993年 秋 か ら ワ シ ン トン周 辺 の メ リー・ラ ン ド州 や バ
ー ジ ニ ア州 で 連 邦 職 員 を 対 象 に した4ヶ 所 の 実 験 的 な テ レ ワ ー クセ ン ター を設
置 して い る(1993年10月 にバ ー ジニ ア州 ウ ィンチ ェ スター とメ リー ラ ン ド州 ハー ガー
ス タウ ンに,1994年5月 に メ リー ラ ン ド州 チ ャール ズ郡 とバ ー ジニ ア州 スポ ッ トシルバ
ニ アに オー一プ ン)。 これ らの テ レ ワ ー ク セ ン タ ー に お け る実 験 的 な テ レ ワ ー クの
積 極 的 な 評 価 を 受 け て,ワ シ ン トン周 辺 で の プ ロ ジ ェ ク トの 拡 大 が 検 討 さ れ る
と と も に,省 庁 間 テ レ コ ミ ュ ー テ ィ ン グ ・プ ロ ジ ェ ク トが 推 進 さ れ る こ と に
な った 。 総 務 庁 は,ボ ス トン,ニ ュ ー ヨ ー ク,シ カ ゴ,ア ト ラ ン タ,ロ サ ンゼ
ル ス,サ ン フ ラ ン シ ス コ な ど の 全 米30大 都 市 圏 で 連 邦 直 轄 あ る い は 連 邦 政 府
と地 方 政 府 な ど と の 共 同 事 業 で テ レ ワ ー ク セ ン ター を つ く る構 想(Nationwide
InteragencyTelecommutingInitiative)の も と にf備 的 な 調 査 を 既 に 行 って い た
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そ の よ うな こ とを背 景 に,南 カ リフ ォル ニ アで もノー ス リッジ地 震 前 か ら新
た な勤 務形 態 と して の テ レコ ミュ ーテ ィングの導 入 が計 画 され て いた が,ノ_
ス リッジ地 震以 前 に は テ レワー クセ ン ターを いっ まで に設 置 す るの か とい う具
体 的 な 時 期 の検 討 は され て い なか った。 連 邦 政 府 が 中心 と な って つ くる テ レ
ワー クセ ンターは,連 邦職 員 な どが テ レコ ミZ .テ ィン グす るた め の施 設 で あ
る と と もに,災 害時 な どに連 邦政 府 な どの公共 サ ー ビスを提 供 す る ため の配達
ポ イ ン ト;危 機 管 理 のた め の施設 と して 位 置づ け られ た。 カ リフ ォル ニ ア州 の
5つ の都 市地 域(フ レスノ,・ サ ンゼノレス,サ クラメ ント,サ ンディェゴ,サ ンフラン
シスコ湾域)に は,多 くの連邦 職 員 が 居住 して い るた め に
,総 務 庁 構想 を 具体 化
す る上 で の優 先 順位 が 与え られ た。 そ の よ うな決 定 はf1994年9月,大 統 領 行
政 管 理 委員 会 で 正式 に決 定 され た。
ノー ス リッジ地 震 後,ロ サ ンゼ ル ス にお け る連 邦 政府 出先機 関 の連 絡 調 整 会
議(LasAngelesFederalExecutiveBoard)で ハ イ ウ ェイの損 害 や通 勤 へ の影響
な どが論 議 とな った。 連絡 調 整 会 議 は,緊 急事 態 管 理 庁 や総 務 庁 と協議 して,
テ レワー クセ ンター構 想 を具 体 化 す る検 討 を始 め た。 緊急 事態 管 理庁 の強 力 な
リー ダー シ ップの も とに,総 務 庁 に よ る 」r地場 所 の検討 や連 邦 政府 諸 機 関 の協
議 が行 わ れ た。一方,緊 急 事態 へ の対 応 と して,連 邦 建造 物 基 金(federalbuild-
ingfund)や 連 邦 災害基 金(federaldisasterfund)が 支 出 され,必 要 な設 備 や コ
ン ピュー タな どの備 品 はす べ て公 費 で調 達 され る こ とに な った た あ
,官 民 共 同
の テ レワー クセ ンターの場 合 の よ うな民 間企 業 に よ る備 品 な どの寄付 行 為 は な
か った。
連 邦 テ レワ ー ク セ ン ター用 の ス ペ ー スを 総 務 庁 が 一 括 して 借 り上 げ,テ レ
ワ ー クセ ン ター を利 用 す る連 邦 政府 機 関 に無 料 で提 供 す る ことが決 定 され た
。
その結 果,ノ ー ス リッジ地 域 周辺 に連 邦 職 員 を対 象 に したサ ン タク ラ リッタ,
ウ ェス トレイク,シ ャーマ ン ・オ ー クス の3ヶ 所 の連 邦 テ レワー クセ ン ターが
緊 急 時 の災 害対 応 の ため の施 設 と して設 置 され る こ とにな り,地 震 か ら約3週
間 後 の1994年2月7日 に これ らの連 邦 テ レ ワ ー ク セ ン ター が 異 例 の 早 さで
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オ ー プ ン した。 この よ うに極 め て短期 間 に連邦 テ レワー クセ ンターが設 置 され
る こ とにな ったが,そ の理 由 と して は,◇ 連 邦政 府 が 大気 汚 染浄 化 や交 通 混雑
緩 和 の た あの総 合 的 な戦 略 の一 部 と して テ レコ ミュー テ ィ ングプ ロ グ ラムを強
力 に支援 して い る こと,◇ 情 報 通 信基 盤 の整備 に よ る社 会経 済 の変革 を 目的 と
す る ゴア副 大 統 領 提 唱 の情 報 スー一パ ーハ イ ウ ェイ構想(NII)の 推 進 に あ た って
も,テ レコ ミ_テ ィン グが重 要 な位 置づ けを 占 めて い る こと・ ◇ 緊急 事 態管
理 庁 と総 務 庁 の強 力 な リー ダー シ ップが あ った こと,◇ 連 邦 政府 機 関 の 内部 調
整 が 円滑 に行 わ れ た こ とな どがLげ られ る(NationalInstituteofStandardsand
Technology,1994)0
ただ,連 邦 公務 員 法 の もとで の勤 務 の形態 と して認 め られ るか ど うか,遠 隔
地 で勤 務 す る こ とに対 す る上 司 の不信 や無 理解 な どの組 織 一Lの問 題 な どが あ っ
た が,緊 急 時 の対 応 とい う こ とで計 画 が 一気 に進 め られ た とい う側 面 が あ る。
いず れ に して も,社 会 経 済 シ ステ ム に果 たす情 報 通信 の役割 や危機 管 理 の重 要
性 が よ く認 識 され て いた こ とは階1違いな い だ ろ う・ サ ン タク ラ リ ッタ連 邦 テ レ
ワ_ク セ ン ターで,視 察 時 に応 対 した連 邦 復 員軍 人 局(VA)の ビル'パ ー カー
氏 の話 に よれ ば,「連 邦 政 府 出 先機 関 の トップ に対す る広 報,既 存 テ レワー クセ
ンター の視察,ワ シ ン トンの本省 か らの支援 獲 得」 な ど も重 要 な点 で あ った と
い う。
な お,ノ ー ス リ ッジ地 震後,交 通混 雑 の緩和,経 済 の活 性化,生 産性 の回復
な どの た め に,テ レコ ミュー テ ィ ングの導 入 が推進 され,地 震 発生 直 後・ 南 カ
リフ ォル ニ アで 約70万 人 が 在 宅 勤務 を 中心 に テ レコ ミュー テ ィ ングを行 った
とい うが,地 震 後 の一連 の動 きの 中で留 意 す べ き こ とは,南 カ リフ ォルニ ァ緊
急 時 テ レコ ミュー テ ィ ング ・パ ー トナ ー シ ップ(SouthernCaliforniaEme「gency
TelecornmutingPartnership)が ノー ス リッジ地 震 か ら10Uめ に結 成 され た こ
とで あ る。 この パ ー トナー シ ップの結 成 に は,ロ サ ンゼ ル ス市通 信 局 が 音頭 を
取 り,テ レコ ミュー テ ィ ング につ いて詳 しい官 民 の専 門 家 が参 加 した。 当初 の
メ ンバ_に は,・ サ ンゼ ル ス市,・ サ ンゼ ル ス郡,州 運 輸 鳳 ・サ ンゼ ル ス市
運輸 局,通 勤 者輸 送 サ ー ビス公 団,ニ ュー ウ ェ ス ト研 究 所・ パ シフ ィックベ ル
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社 ・GTE社 ・ ラ ン ド社 が加 わ って いた。 ロサ ンゼ ル ス市 の 主導 で
,連 邦 商務
省 宛 にテ レコ ミュ ーテ ィ ング支援 及 び テ レ ワー クセ ン ター設 置 の た め の補 助 金
要 請 を提 出 し,即 日,ブ ラ ウ ン商 務 長官 が150万 ドル相 当の経 済 開 発局 補 助 金
を提 供 す る こ とを明 らか に した(W .A.ス ピンクス ・嶋木利哉,1995年)。
国 税庁,復 員軍 人局,運 輸 省,国 防 省,総 務 庁,住 宅 都 市開発 省,労 働 省,
社会 保 障 庁 な どの連邦 政 府機 関 の職 員 が参 加 した これ らの テ レワー クセ ンター
の利 用 率 は平 均63%で あ ったが ,ウ ェ ス トレイ ク と シ ャー一マ ンオ ー ク スの各 テ
レワ ー クセ ンターで は・ ハ イ ウェ イ網 が復 旧す る と と もに利用 者 が減 少 して
,
1994年12月 に は閉鎖 され る こ とが決 定 され た
。1995年7月 時点 で使 われ て い
る連 邦 テ レワー クセ ンター はサ ンタ ク ラ リッタの施 設 だ け とな って い る
.こ オτ
らの 閉鎖 され た テ レワ ー クセ ンターを 利用 して いた連 邦職 員 に と って
,ロ サ ン
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ゼル スの ウエ ス トウ ッ ドに あ る連邦 政 府 の 出先機 関 へ の通 勤 も,テ レワー クセ
ンターへ の通勤 も時 間 的 に ほ とん ど変 わ らなか った。
② 災 害対 応 型 テ レワー クセ ンター
1)サ ンタク ラ リ ッタ連 邦 テ レワー ク セ ンター
サ ンタク ラ リッ タ連 邦 テ レワー クセ ンター は,ロ サ ンゼ ル ス北 西 の山[吾地帯
に位 置 す るバ レ ンシアの ビジネ スパ ー クに あ る オ フ ィス ビルの2階 部 分 の一 角
を 占めて い る。 バ レ ンシアー 帯 は ノー ス リッジ地震 の震 源 に近 く・ 相 当 な被害
を受 けた地域 で あ るが,テ レワー クセ ンターの建 物 に は,地 震 発生 後 す ぐに設
置 され た緊 急 事態 管 理庁 の現 場指 揮 本部 も入 居 して い る。 バ レン シアの真 ん 中
に カ リフォル ニ アを縦 貰 す るハ イ ウェイ5弓 線 が 通 って お り,近 くに は 日本 か
らの観 光客 もよ く訪 れ るテ ー マパ ー ク ・マ ジ ックマ ウ ンテ ンが あ る。 ロサ ンゼ
ル スの ウエ ス トウ ・ソ ドまで 自動 車 が渋 滞 に巻 き込 まれ な い場 合 に は約1時 間 で
行 け る距離 で あ る。
現在,同 テ レワー クセ ンターを復 員軍 人局,国 税 庁,連 邦 航空 局 とい う3っ
の連 邦政 府 の出 先機 関 が使 用 して い る。 しか し,毎 日使 用 して い るの は復 員軍
人局 だ けで あ る。復 員軍 人局 で は,目 常 的 に6名 の職 員 が使 用 してお り,同 局
の南 カ リフ ォル ニ ア にお け る業務(相 談 ・問合わせ業務 障害格付 け業務 など)の
1/4は この テ レワー クセ ンター で処理 され て い る。 最 近,連 邦証 券取 引監視 委
員会(SEC)も 利 用 メ ンバ ーに加 わ る ことを決 定 した。
同 テ レワー クセ ン ターに は,個 室 と個 人用 の ブー スが整 備 さ れて お り・ 全 体
で38名 の収 容 能 力 が あ るが,こ れ らの機 関 で は デ ー タ ・セ キ ュ リテ ィや職 務
の機 密性 が 重視 され るた め に個 室 の利 用が 中心 とな って い る・ 総 務 庁 が デ ー タ
ベ ー ス な どへ の ア クセ スの た δ6に専 用 回線 を提 供 して い るが,各 機 関 毎 に 異
な った全 国 ネ ッ トワー クの デ ー タベ ー スを 使 用 して お り,ま た,各 機 関 毎 に
デ_タ 保護 が必 要 で あ るため に,テ レワー クセ ンター内部 のLANは 構 築 され
て い な い。 復 員軍 人 局 の無 料電 話 サ ー ビスな ど に対 す る応 対 は基本 的 にサ ンタ
ク ラ リ ッタの テ レワー クセ ンターで実 施 して い るが,災 害 時 な どに は 臼動 的 に
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コ ロ ラ ド州 デ ンバ ーや ア リゾナ州 フ ェニ ック スな どの他 都 市 で対 応 で き るよ う
に システ ム設 計 され て い る。
同 テ レワー クセ ンター一は,こ れ らの 出先機 関 の職 員 が週 に一 度 か二 度 程 利 用
す る ことを 前提 にっ くられ た施 設 で あ るが,こ れ まで の とこ ろ予想 以 上 に利用
状 況 が良 い た めに・ 恒常 的 な施設 と して存続 させ る ことが検 討 され て い る
。 復
員軍 人局 の パ ーカ ー氏 の勤務 時間 は,午 前4時 ～ 午後1時 半 まで であ るが
,サ
ンタク ラ リッタの テ レワー クセ ンターが開 設 され るまで
,パ ー ム デー ル の 自宅
か ら ロサ ンゼ ル ス ・ウ エ ス トウ ッ ドの連 邦庁 舎 まで の片 道 約160kmの 距 離 を
通 勤 す る ため に,午 前1時 に 自宅 を出 て午 後5時 に帰 宅 す る とい う生 活 パ ター
ンを取 らざ るを得 な か った とい う
。 しか も,最 近 ロサ ンゼ ル スで地 下鉄 が建 設
され た り,公 共交 通 「メ トロ リンク」 が延 伸 ・拡 張 され て い るが
,ダ ウ ンタウ
ンと郊外 地 域 を結 ぶ の を 主 な 目的 と して い るため に
,ウ エ ス トウ ッ ドの よ うな
副 都心 地 域 へ の通 勤 に とって はほ とん ど改 善 につ なが って い な い
。
パ ーカ ー氏 によ れば
・ テ レワー クセ ン タ辺)開 設 によ って,そ の よ うな勤 務
を毎 日続 け る必 要 が な くな った とい うこ とに職 員 は非 常 に満 足 して い る し
,復
員軍 人局 の サ ー ビスを受 け る退 役軍 人 に と って もわ ざわ ざ ロサ ンゼ ル ス まで行
か な くて も良 くな った の で サ ー ビス向 』二に もっ なが って い るとい う
.同 氏1ま,
災 害 時 に もっ と も重 要 な こと は,政 府 の機 能 や 公共 サ ー ビスの提供 が きちん と
維 持 され る ことで あ り,そ の こ とが危 機 管 理 の第 一 歩 で あ ると い う点 を強 調 し
て い た。
カ リフォル ニ アの連 邦 テ レワー クセ ン ター は開設 以 来連 邦職 員 の み を利 用 者
と して きたが・ 総 務 庁 で は・ 州 政府 運 輸 局,ロ サ ンゼル ス市や 同郡 政府 な ど と
パ ー トナ ー シ ップを組 ん で テ レワー クセ ンター ・プ ロジ ェ ク トを拡 人 す る こと
を検 討 した。そ の結 果,1994年12月 現在 で,ロ サ ンゼ ル ス周 辺 の4ヵ 所 の テ レ
ワー クセ ン ター(ア ナハ イム・ランカスター,オ ンタリオ,ポ モナ),サ ンフ ラ ンシス
コ郊 外 の モデ ス トの テ レワー クセ ンターで連 邦職 員 が参 加 した パ ー トナ ー シ ・ソ
プ事業 が始 め られ た。 なお,現 在,災 害 時 の対応 策 とい う ことで利 用 料 金 が無
料 とな って い るが ・ 将来 的 に は月額100ド ルか ら250ド ル の徴収 が考 え られ て
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い る。
2)第2ア ンテ ロー プ ヴ ァ レー ・テ レビジネ スセ ン ター
ロサ ンゼ ル スの ベ ッ ドタウ ンの ひ とつ で あ るア ンテ ロー プ ヴ ァ レーの ラ ンカ
ス ター に テ レ ビジ ネ スセ ン ターが 開設 され た の は1993年1月 で あ った。 ア ン
テ ロー プ ヴ ァ レー地 域 で もハ イ ウ ェイ網 の寸 断 に よ る通 勤 被害 が大 きか った た
め に,地 震 直後 か らテ レワー クに対 す る需要 が増 加 す る傾 向 に あ った。 ア ンテ
ロー プ ヴ ァ レーの テ レビジ ネ スセ ンター もそ の例 外 で はな く,地 震 後 の1週 間
で約40社 か らセ ンター利 用 に関 す る問 い合 わ せ の電 話 を受 け,そ の うち4社
が 実 際 に契 約 した ので,既 存 の セ ン ター施 設 はパ ンク寸 前 の 状 態 に な って し
ま った。 この よ うに テ レワー クに対 す る需 要 が増 加 す る中 で,連 邦 緊急 事 態 管
理 庁 は官 民 共 同 の テ レワー クセ ンターへ の補助 金 支出 を決 めて,ア ンテ ロ ープ
ヴ ァ レー地 域 に第2セ ン ターが設 置 され る こ とにな った。
第2ア ンテ ロー プ ヴ ァ レー ・テ レ ビジネ スセ ン ター は,1994年4月7日 に既
存 の セ ンターか ら約200mほ ど離 れ た建物 の一部 を利 用 して オ ー プ ン した。 既
存 の セ ンターを も っと も利 用 して いた ヘ ル ス ネ ッ ト社 は,第2セ ン ターの開 設
に伴 って業 務 を第2セ ンター に移 す と と もに,セ ンター で勤務 す る社 員 の数 を
増 加 させ た。1995年7月 現在,第2セ ン ター の39あ る個 人 用 の ブー スの うち
33ブ ー スを ヘ ル ス ネ ッ ト社 が使 って,残 りの6ブ ー スを シ ョブ保険 会 社 が使 用
して い る。 な お,セ ンターの多 目的利 用 の一 環 と して,第2セ ンターの人 会議
室 が研 修 用途 で使 用 され て い る他,カ リフ ォル ニ ア大 学 の エ ク ステ ンシ ョン ・
プ ログ ラム用 の教室 と して も利 用 され て い る。
これ らの2つ の セ ンター一の 利用 状況 は平 均 で80%,第2セ ン ター に限 れ ば ほ
ぼ100%近 くの利 用状 況 に な って い る。 利用 料金 と して は,個 人用 の ブー スが
月額380ド ル,個 室 が440ド ル とな って い る。今 後 の課 題 と して,在 宅勤 務 の
テ レコ ミュ ーテ ィ ングへ の対 応 と して,テ レビ会 議 シ ステ ム,フ ァ ックス,高
機能 プ リン ター な どの提供 も検 討 され て い る。
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3.東 京..,....極集 中 の 弊 害 と公 共 政 策 の 課 題
(1)日 米 比 較 か ら考 え る公 共 政策 の課 題
カ リフ ォルニ ア にお け る近 年 の テ レワー クセ ン ターの増 加 に は,大 気 汚 染 防
止基 準 の 厳格 化 と い う ことが非常 に大 きな影 響 を与 えて い る。特 に,100人 以 ヒ
を雇 用 して い る企 業 に マ イカ ー通 勤 を在 宅勤 務 や テ レワー クセ ンタ ー勤 務
,公
共輸 送 機 関 の利 用 な どに転 換 させ るた めの運 輸 管 理 計 画 を策 定 して提 出 す る こ
とを義 務 づ けた 罰則付 きの州 法 が1989年 に制 定 され た ことに よ って,企 業 は,
人気 汚 染 防 止の ため に何 らか の方 法 で マ イ カ ー通 勤 を減少 させ る対 策 を取 って
い る ことを示 す必 要 に迫 られ る ことに な った。 違 反 企 業 に は一 日当 り2万5千
ドル の罰金 が課 され る。 しか も,州 政府 な どは テ レコ ミュー テ ィ ングを導 入 す
る企 業 に は経 費 を税金 面 で 優遇 す るな ど,政 策 的 な優 遇 策 を取 って い る
。 この
よ うな状 況 の も とで,規 制政 策 に従 うた め に特 定 の地 域 に テ レワー クセ ンター
を設 置 して 自社 の通 勤 の流 れ を大 幅 に変 更 す る こ とを検 討 す る企 業 が増 加 す る
こ とはあ る意 味 で 自然 な動 きで あ り,こ の こ とが テ レワー クセ ン ター に よ るテ
レコ ミュー テ ィ ングを拡 大 させ る影 の推 進 役 とな って い る。
また,最 近 の調査 に よ る と,企 業 に と って従 業員 の居 住 地近 くに テ レワー ク
セ ン ターを設 置 す る こ とによ って,有 能 な労 働 力の採 用 と その確保 とい う点 で
非 常 に効 果 的 で あ る こと も明 らか にな って きて い る。 テ レワー クセ ンターな ど
にお け る勤務 とい う もの は,在 宅勤 務 の場 合 と同様 に,人 都 市圏 に お け る交 通
混 雑 の緩 和 や通 勤 に よ るス トレス軽 減 に役 立 つ もの で あ る とと もに,経 営 者 側
に と って もテ レワー クセ ン ター勤 務 は本 物 の オ フ ィスでの勤 務 とい う点 で在 宅
勤 務 よ り も心 理 的 に受 け入 れ やす い もの にな って い るが,企 業 の中 間管 理職 が
テ レコ ミュー テ ィン グを拡 大 す る上 で の最 も大 きな障 害 に な って い る。
この よ うにカ リフォル ニ ア州 に お け る テ レコ ミュ ー テ ィ ング ・プ ロ ジェ ク ト
が急 速 に進 め られ るよ うに な った背景 に は,州 大 気汚 染 防 止法 の強 化 や 大気 保
全管 理 計 画 の徹 底 と い う公 的 部 門 主導 に よ る環 境 保 全 へ の強 力 な対 応 が あ っ
た。 一 方,わ が国 に お いて は,オ フ ィス機能 を 中心 と した諸 機 能 の 東京 都心 部
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へ の過 度 の集 中が進 行 した ことに よ る土地 問題 住 宅 問題 交通 問題 な どの大
都市 問 題 が急 速 に深 刻化 して い る中 で,首 都 圏郊 外 及 びそ の周辺 部 を含 め た よ
り広 範 な地域 に お いて オ フ ィス機 能 の分 散 立地 を促 進 す るた め の施 策 と して テ
レコ ミュー テ ィ ングが 注 目を集 め るよ うにな って きた。
環 境 保 全 へ の対 応 が わ が国 にお け るテ レコ ミュー テ ィ ン グの導入 を図 る上 で
の 主要 な 課題 とは考 え られ て い な いに して も,テ レコ ミュ ーテ ィングに関 す る
公 的 な関 与 の あ り方 や政策 的 な課題 な どにつ い て の検 討 が まだ余 り進 め られ て
いな い のが現 実 で あ り,南 カ リフ ォル ニ ア な どに お け るテ レワー クセ ンターの
展 開 か ら学 ぶ ものが 多 くあ る。 わが 国 にお け るサ テ ライ トオ フ ィスの 、Z地な ど
の オ フ ィス分散 の動 向 をみ る と,基 本 的 に これ まで民 間 主導 で 行 われ て きたの
が現実 で あ り,参 加 して い る企 業 に と って は シ ョー ケー ス的 な色 の濃 い実 験 で
あ った こ とは否 定 で きな い。 今後,各 地域 に お け るテ レコ ミュー テ ィ ングの普
及 を図 って い くLでs通 産 省 や郵 政 省 な どの省 庁 や府 県 な どの政 策 的 な対 応 が
よ り一層 重 要 にな って くる。 首都 圏 な どの オ フ ィス機 能 の 分散1地 を進 め て い
く 上で,情 報化 の最 先 端 を行 く様 々 な情報 通 信 機 器 の揃 った見 た 目 に も11派 な
サ テ ライ トオ フ ィ スをっ くる こ とは啓 蒙 的 な 意 味 で 必 要 か も しれ な い が,今
後,国 の関係 省庁,府 県 な どの 手 に よ って,市 町 村 にお け るニ ーズ調査,テ レ
ワー クセ ン ター の普 及 に向 けて の課題 整 理,運 営 方 式,支 援 の あ り方 な どの検
討 を 具体 的 に行 う必 要 が あ る(M・khtarianandSat・,1994)。
その場 合,東 京一 極 集 中 の弊 害 を是正 す るため の業 務機 能 の分 散 とい う観点
だ けで テ レワー クセ ンター の 立地 誘 導 を と らえ るの で はな く,テ レワー クセ ン
ターの整 備 を通 じて,通 勤 時 間 を軽 減 させ た新 しい就 業 ス タイ ルの創造,快 適
で ゆ と りの あ る ラ イ フス タイ ル の,r,主 婦 や高齢 者 な どへ の職住 近 接型 の雇
用 機 会 の提 供,生 涯 参加 型 社 会 の形成 な どの様 々な政 策 的 な効 果 が生 まれ る可
能 性 を 持 った手 法 と して と らえ,そ の た め の積 極 的 な対 応 を 検 討 す べ きで あ
る。
(2)ノ0ス リッジ地震 と阪神大震災=都 市機能の分散 と危機管理
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1995年1月17日 早 朝 に起 こ った阪 神 大震 災 で は,死 者 約5550人 丁損壊 した
建物16万 棟 以 上,被 害 総 額9兆6000億 円(兵 庫県調べ,1995年2月 末現在)と い
う戦後 最大 の被 害 が記 録 され た。 また,地 震 に よ る直接 被 害 だ けで な くT経 済
活 動 が乱 され る こ とによ る被 害 も極 め て深刻 な もので,施 設 ・設 備 の損 傷 な ど
に よ る生産 の停 滞 は経 済 活 動 に も打 撃 を与 え た。地 震 被 害 と して は,1923年9
月1日 に発 生 した関東 大 震 災以 来 の もので あ ったが,こ の よ うな大 災害 が,人
口が密 集 し,経 済 ・社 会 的 な機 能 が 集 中 した大 都 市 で発生 す る と,都 市住民 の
生 活 が根底 か ら破壊 され,経 済 ・社 会 ・文 化 ・行 政 な どあ らゆ る面 で成 立 して
いた都 市生 活 を支 え る様 々な シス テ ムが一・瞬 に して機 能停 止す る。
都 市生 活 を支 え る様 々 な シ ステ ム と して は,① 電 気,ガ ス,水 の供給 系,②
道 路,橋,鉄 道 な どの交通 系,③ 電 話,デ ー タ通 信,放 送 とい った情報 系,な
どの ライ フ ライ ンが あ るが,こ れ らの ライ フラ イ ンが破 壊 され て しまえ ば,都
rf∫機 能 はマ ヒ状 態 に陥 って しま う ことに な る。 しか も,人,モ ノ,金 ,情 報 の
す べ て が東 京 に集 中 した一 極 集 中 の もとで は,首 都圏 直 下型 の大 地震 が発 生 す
れ ば,そ の被害 は さ らに深 刻 な もの に な る と予想 され る。
1994年1月 に起 こ った ノー ス リッジ地 震 の 際 に,わ が国 の識 者 は ア メ リカの
高速 道 路 は耐 震 性 に欠 けて い る,日 本 の方 が耐 震 性 で はは るか に優 れ て い る と
指摘 して いた が,阪 神大 震 災 に よ って これ まで 安 全 で あ る と 言われ て きたわ が
国 の高 速道 路 や新 幹線 な どの交 通 基盤 に も大 きな被 害 が生 じ,相 当 に脆 弱 な構
造 で あ る こ とが 分 か った。一 方,高 度 化 した情 報通 信 基盤 の意 外 な弱 さ も明 ら
か に な った。 この こ とは,わ が国 は大地 震 に対 して いっ で も迅速 か つ適 切 に対
応 す る準備 が で きて い る とい う神 話 が崩 壊 した ことを意味 して い る。 阪 神大 震
災 の教 訓 と して は既 に様 々な専 門 家 が多 くの ことを指摘 して い る(た とえば,日
経BP社 『阪神大震災の教訓:「 都市と建物」 を守 るためいま何をなすべ きか』)が,こ
こで は都 市機能 の分 散 と危 機 管 理 の必 要 性 と い う点 か ら課 題 を整理 しよ う。
第一 に,地 震 な ど様 々 な災 害 が避 け られ ない 日本 の情 報 通 信基 盤 に と って,
多 様 な通 信 手 段 の長 所 ・短 所 を踏 ま え た 幅広 い整 備 が 緊 急 の課 題 と な る。 光
フ ァイバ ー網 な ど地 上回線 の 寸断 が相 次 ぎ,交 換 機 も故障 や電 源 切 れ に よ る機
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能 停 止が相 次 いだ こ とは記憶 に新 しい。 阪 神大 震 災 に強 か った の は,無 線 とニ
フテ ィサ ー ブや イ ンター ネ ッ トな どの パ ソ コ ンネ ッ トワー クで あ った。今 後 は
有 線 と無線,地 上 回線 と衛 星 回線 とい った性格 の異 な る通 信 手 段 の バ ラ ンスの
取 れ た育成 策 を考 え る必要 が あ る。 情報 化 の進 ん だ今 日の社 会 で は,こ の よ う
な こ とを無視 した都 市機 能 や オ フ ィスの分 散 は あ りえ な い。
第 二に,地 方 分散 を意 識 した開発 計 画 や オ フ ィス分 散 を 目指 す企 業 経 営 が一一
層重 要 な課題 とな る。 経 営資 源 を一 ヵ所 に集 中す れ ば,非 常 時 に壊滅 的 な打撃
を受 け る危 険 が あ る。 た とえ ば,外 見的 に は ほ とん ど無 事で あ るよ うに見 え た
人 工 島 の ボ ー一 トア イ ラ ン ドや 六 甲 ア イ ラ ン ドで は,交 通 網 が 大 きな 被 害 を受
け,ラ イ フ ライ ンが完 全 に 寸断 され る こ とに よ って,、 γ地 して い るP&G社 や
ア シ ック ス神戸 本 社 な どの企業 の本社 機 能 が停ILし て しま った。1989年 の サ ン
フ ラ ンシ ス コ地 震 や1991年 の ロサ ンゼ ル ス地 震 な どで ハ イ テ ク企 業 が ダ メ ー一
ジを受 けた経験 が あ る ア メ リカの企 業 で は,機 能 を分 散化 してバ ックア ップを
図 る考 え が進展 して お り,わ が国 で も早急 に取 り組 む必 要 が あ る。 これ は,民
間 企 業 に と って重 要 で あ るだ けで な く,公 的 部 門 に と って も政 府 ・地 方 自治体
の機 能 を 維 持 し,公 共 サ ー ビ スを 提 供 す る と い う観 点 か ら も極 め て重 要 で あ
る。
第 三 に,情 報 システ ムの リス ク管 理 だ けで な く,生 産 や物 流 シス テ ムに と っ
て も,分 散 化 は重 要 な課題 とな る。 生 産,物 流 シス テムで の集 中化 の危 険 を警
告 した の は,関 西地 域 の工 場(住 友電r伊 丹製作所)に 依 存 して い た部 品 の調達
が 困難 にな った こ とに よ る トヨ タ自動 車全27工 場 の一 時 的 な 操業 停 止決 定 が
あ る。 阪 神地 域 に は,鉄 鋼,電 機 ビー ル,繊 維 な どの生 産拠 点 が 集積 して い
るた あ に,生 産機 能 の被 害 も相 当 な もので あ った し,大 動 脈 で あ る阪神 高 速道
路 が使 用 不能 に な った こ とによ る物 流 へ の影 響 も深 刻 な もので あ った。 米 半導
体最 大 手 の イ ンテ ルの生 産拠 点 展 開 の考 え方 に は,「分散 化 」の経 営 戦 略 が色 濃
く反映 され て い る。創 業 当 時,シ リコ ンバ レー本社 周 辺 に集 中 して いた工 場 を,
最近 で は オ レゴ ン,ア リゾナ,ニ ュー メキ シコな どに分 散 化 して い る。 ア メ リ
カパ ソコ ン三 位 のパ ッカ ー ドベ ルが 昨年 の ロサ ンゼ ル ス地 震 の1週 間後 に,技
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術 セ ンターを カ リフ ォル ニ アか らユ タ州 に移 転 した の も同 じよ うな考 え か らで
あ る。 これ らの動 きは,単 に投 資 コス トの問題 で はな く,地 震 な どの 災害 に備
え た リス ク分散 で あ る。
最 後 にaカ リフ ォル ニ アに お け る経 験 か ら もテ レコ ミュ ーテ ィ ングの推進 や
テ レ ワー クセ ンターの設 置が 危機 管 理 へ の 具体 的 な対応 策 の ひ とっ と して有 効
で あ る こ とが 明 らか にな って い るた め,日 常 的 に いか に テ レコ ミュー テ ィ ング
の普 及 を図 るのか と い う こ とが今 後 極 めて重 要 な課 題 とな る。 阪 神 大震 災 に際
して,日 本政 府 の危 機 管 理体 制 の遅 れ や それ と比 較 した ア メ リカの連 邦 緊急 事
態 管 理 庁(FEMA=FederammergencyManagementAuthority)の 目 ざま しい働
きが対 照 的 に紹 介 され たが,実 は,ア メ リカで は緊急 事態 管 理 庁 が1994年1月
17日 に ロサ ンゼ ル ス北 西 の ノー ス リッジ地 区 で 発 生 した ノ ー ス リッ ジ地 震 の
時 に第一 線 で活動 しただ けで な く,ノ ー ス リッジ地 区 で の 災害 対応 型 テ レワ ー
クセ ンター の設 置 な ど に よ る災害 時 にお け る オ フ ィス分散 の試 み を い ち早 く進
め た ことはわ が国 の マ ス コ ミで は ほ とん ど紹 介 され なか った 事実 で あ る。
この点 につ い て は,今 年3月 に 発行 され た(社)日 本 サ テ ライ トオ フ ィ ス協会
の 『Satellitrend』 第4巻4号 の 「災害 とオ フ ィス分散:危 機 管理 の一 方 策 と し
ての分 散 勤務 」やr国 際 フ レック ス ワー ク ・フ ォー ラム』誌 第16号 の 「災害 対
応 型 テ レワー クセ ン ター設 置 につ い て:災 害 後 の状 況 ドにお け る安 定 的 な就 労
環境 創 出のm方 策 」(W・ スピンクス ・嶋木利哉)の 中 で も,オ フ ィス分散 と危 機
管理 の重 要性 に関 す る考 察 が行 わ れて お り,今 後 の政 策 的 な対 応 を検討 す る上
で 有益 で あ る。
(3)東 京 一極 集 中 と阪 神 大震 災 の教 訓
1994年1月 の ノー ス リッ ジ地 震 後 の1ヶ 月以 内 に連 邦 緊急 事 態 管 理 庁 の 主
導 で 災害 対 応型 の テ レワ ー クセ ンタ ーが っ くられ た とい うこ とは,日 常 的 に テ
レコ ミュー テ ィ ングが官 民 の プ ロジ ェ ク トと して進 め られ て い たた め に,テ レ
コ ミュー テ ィングや オ フ ィス機 能 の分 散 が 災害 時 の危 機 管 理 に も有効 で あ る と
い う ことが す ぐに理解 され た ことを示 して い る。 危機 管 理 の手 法 と してわ が国
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で もオ フ ィ スや勤 務 者 を分 散 す る と い う考 え方 を早 急 に確 立 す る必 要 が あ る
が,日 本 の状 況 を考 え てみ る と,東 京 一 極集 中 の弊害 が指 摘 され て い て も,テ
レコ ミゴ ーテ ィ ングや オ フ ィス分散 に対 す る一 般 の認 識 が あ る とは 言い難 いの
が現 実 で あ る。 阪神 大 震災 の事 例 を見 る と,オ フ ィス ビル 自体 の損 害 が それ ほ
どひ ど くな くて も,情 報 通 信 基 盤 や交 通 基盤 な どが 破壊 され て しま って都 市機
能 が マ ヒ して しま った場 合,都 心 部 にだ け集 中 した企業 の中枢 ・管 理 機 能 は壊
滅 して しま う危 険性 が非常 に大 きい。 現 在 のよ うに,人,モ ノ,金,情 報 が集
中 した 首都圏 で,首 都 圏 直下 型 の大地 震 が 発生 した場 合,首 都 東京 や横 浜 な ど
の大 都市 の機 能 が マ ヒ して しま うだ けで な く,日 本経 済 が これ まで 考 え られ な
か った よ うな危 機 に直面 す る 可能性 が 人 きい。
1988年 に東 海 総 合 研 究 所 が ま と め た 首都 圏 で 関 東 大 震 災 タ イ プ の地 震 が
起 った場 合 の経 済 的影 響 に関 す る予測 で は,首 都圏 の一 都 三県(東 京 ・神奈川 ・
千葉 ・埼 玉)の 推 定 被 害額 は125兆 円(93年 の物価水準)に 上 る。 この125兆 円 と
い う数 字 は,建 物 な どの純 固 定 資 産 に,耐 久消 費 財 や棚卸 資 産 を加 え た もの で,
ス トック被害 で あ る。 これ に対 して,図sに あ るよ うな,財 政,金 融,産 業,
流 通,国 際収 支 な どの フ ロー被 害 につ い て は定 量 的 な試算 を 試 みた例 は ほ とん
どな い のが実 態 で あ る(rl経BP社,1995年)。
震 災 後1ヶ 月 の時 点 で行 わ れ た被 災 した ヤ 要 企業50社 に対 す る ア ンケー ト
調 査 の結 果 によ れ ば,8割 以 上 の企業 が災 害時 のマ ニ ュアル を用意 して いた が,
「ほ とん ど役 に 立た なか った」(14社),「 地 震 を想 定 して い なか った」(9社)と い
う結 果 で,86%に あ た る43社 が マ ニ ュアル の見 直 しの必 要性 を訴 えて い る。さ
らに,大 部分 の企業 によ って 「リス ク分 散 」(39社,78%)が 見直 しの キ ー ワー
ドと して挙 げ られて い る(讃 費新聞1995年2月16H朝 刊)。 こ こで い う 「リス ク分
散 」 とは,物 流 シス テム や コ ン ピュー タネ ッ トワー クの分 散 が 大方 の イメ ー ジ
と して挙 げ られ て い る と思 わ れ るが,ノ ー ス リッジ地 震後 の 事例 を 出 す まで も
な く,危 機管 理 や リス ク分散 を考 えて,政 治 や経済 の機能 を すべ て 東京 に集 中
させ るので はな く,意 識 的 に分 散 させ る政 策 を行 うこ とが 緊急 の課題 とな って
い る。
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図一6地 震が経済活動 に及ぼす影響
死 者,
負 傷 者 住 宅
,























『大都 市交通 セ ンサ ス:首 都 圏総 集編 』(財 団法人運輸経済研究セ ンター)に よ れ
ば,1990年 の 首都 圏 全体 の通勤 ・通 学者 は約946万 人 で,近 畿 圏全 体 の421万
人,中 京圏 全 体 の106万 人 と比 べ て み て も,は るか に大 量 の人数 が朝 夕 移動 し
て い る。 その うち,都 心 を着地 とす る通 勤 ・通学 者 は,首 都圏(23区 着)が595
万人,近 畿 圏(大 阪市着)が171万 人,中 京 圏(名tf1市 着)が65万 人 とな って
い る。東 京 一極 集 中 の もとで,首 都 圏 にお け る通 勤 距 離 通勤 時間 と も年 々長
くな って きて お り,首 都 圏 直 下型 の地 震 が発 生 して鉄 道 や道路 な どの交 通 ネ ッ
トワー クが 寸断 され た場 合 の影響 は想 像 を絶 す る もの で あ る。 神戸 で は線路 上
を3時 間 歩 いて会 社 にた ど り着 いた とい う事 例 が報 告 され て いた がi首 都 圏 で
はそ の よ うな こ とは ほ とん どの人 に と って はあ りえ な い こ とで あ る。 図 一7に
明 らか に な って い る よ うに,周 辺 都 県 か ら東 京 都23区 へ の通 勤 ・通 学 者 はぼ
う大 な人 数 に上 って お り,地 震 の発 生 す る時 間帯 によ って は大量 の通 勤 ・通 学
「難 民 」が発 生 す る と予測 で き る。そ の よ うに な れば,当 然 に も社 会 経 済 活動 は
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マ ヒす る し,首 都 圏 は中 枢管 理機 能 や都 市機 能 を果 す こ とが で きな くな る。
そ の よ うな こ とか ら,テ レコ ミュー テ ィ ン グ とい う勤 務 形 態 を活 用 した オ
フ ィス機 能 の分 散 は7わ が国 にお いて も非 常 に有 効 な危 機 管 理 の方 法 に な る と
考 え られ る。 その よ うな方 法 に よ って,阪 神 大震 災 の よ うな大 都 市直 下 型 の地
震 に よ る災 害 が発 生 して も,企 業 や従 業 員 に よ る安 全 か つ迅 速 な対 応 が 可能 に
な る。 わが国 で も,地 震 な どの災 害 に備 え た今 後 の危機 管理 対 策 の中 にテ レコ
ミュー テ ィ ングや テ レワー クセ ンターを きちん と位 置 づ け る必 要 が あ る し,公
的 な 支援 体 制 の確 立や経 営 者 の積 極 的 な意 識 改善 が不可 欠 で あ る。 そ の点 で,
郵 政 省通 信 政 策局 の 『テ レワー クセ ンター研 究 会報 告 書;マ ル チ メデ ィア時代
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における新 たな ワー クスタイルのあ り方』(1995年4月)は ,今 後 のわが国にお
けるオ フィス分散や災害時 の対応策 などの方向性を考え るLで の第一歩 になる
ものである。 同研究会報告 書では,国 の環境整備方策 の提 言と して
,◇ 公共的
サ ー ビス分野 への導 入促進 ◇ 公共的施設 とテ レワー クセ ンターの併設 の促
進,◇ テ レワークセ ンター間 の連携 ◇災害対策へのテ レワークの活用,な ど
の6つ の方向性が明確 に示 されている。特 に,「災害時 におけ るテ レワー クの効
果の 重要性 にかんがみ,今 回の阪神 ・淡路大震 災の被 災地域 において,災 害対
策型 テ レワー クセ ンターの設置等,テ レワークの積極的 な活用 を推進 す る必要
が ある」 とい う表現 で,政 府 の報告 書 としてはおそ らく初 めて防災 ・緊急事態
への対応策 と して テ レワークセ ンターやテ レコ ミューテ ィングを取 り上 げてい
る。
石橋克彦著r大 地動乱 の時代:地 震学者 は警告す る』 によれば,戦 後 の荒廃
の中か ら,r.1ち上が ったわが国 は,高 度 経済成長 と急激 な技術 革新 を背 景 と し
て,ア メ リカに次 ぐ世界第 二位 の経済人国へ と成長 したが,こ の時期 は,幸 か
不 幸か,関 東大震災 によ って必然的 にもた らされた首都圏 の 「人地 の平和 の時
代」(地震活動静穏期)に ピタ リと一致 していたとい う。高度経済成長 と東京一極
集中の間,地 球 上で最 も危険 な地震 の巣の真Lに あ る首都圏 は大地震 の洗礼 を
受 け ることな くs震 災に対す る脆弱性 を極限近 くまで高めて しまった というこ
とである。軟弱地盤 の上 に広が る超過密 のハイテ ク巨人都 市群 が直下の人地震
によ って激 しい地震動 に直撃 され るとい う光景 は,す でに阪神大震災によ って
現実 の もの とな った。
その点で,「 関東 ・東海地 方 の大地 震発生様式 に もとつ くひとつの シナ リオ
によれば・今世紀末か ら来 世紀初め ごろに小 田原地震,東 海地震,首 都圏直 下
地震 が続発 し,そ れ以後 首都圏直下 が大地震活動 期に入 る公算 が強 い。 これ ら
の地震 による首都圏 とその周辺 の震災 は,最 悪 の場合,従 来 とは質 的に異なる
様相を 鴇 し,日 本 と世界に重 大な影響 をおよぼすだろ う。 そのよ うな震災 とそ
の影響 はもはや戦術的な対応 では軽減 しきれないか ら,思 い きった地方分権 に
よる分散型国 土の創成 に今す ぐ着手すべ きである」 とい う石橋氏 の問題提起 に
/
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図 一8テ レワークの社会 経済 的効 果
企 業活動 におけ るテ レワー クの効果
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馳 域社蚕に鋤 るテレ那 クの効果
田 園 型 テ レ ワ ー ク 、
セ ン タ ー
災 害 対 策 型 テ レ
ワ ー ク セ ン タ ー
___J
出典:郵 政省,1995年
真摯 に耳を傾 けるべ きだ ろう。筆者 もこの問題提起 には基本的 に賛成 であ り,
この ような指摘 の前で は経済効率 を追求す る 、γ場 か らの 「遷都論」への批判や
首都圏内部での機能分散 をt張 す る 「展都論 」も色あせ たように感 じる。
いずれに して も首都圏直 下型 の大地震が発生 した場合 の被害 は想像を絶す る
ものにな るだろ うし,日 本経済への壊滅的な打撃だけで な く,世 界経済 の混乱
を引 き起 こす 可能性 が大 きい.阪 ネ申膿 災の教訓 を211仕 紀 のわが国 の社会経
済 システムの構築 や世界経済 の安定 にどのよ うに生 かすかを真剣に考え るべ き
時期 が来てい るので はないだ ろうか。
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注
1)本 稿 は,瀬 川大学 が実施 して し、る..の 学欝 出蝋 費に対 す を 一舗 助 綬
けて実施 した調 査研究 の成 果の 一部 であ る
.具 体的 に は,1993年7月 に開 催 され
たア メ 　力微 学 会年次総 会(ASPA:カ リフォル ニ ア州 サ ンフラ ',/ス コ)及 び
1995C#月 末 か ら6胸 あ1こか けて開盤 れ た米国 テ レコ ミ
ューテ ィング湘 評
議 会鞍 織(TAC:同 州 ・ ング ビーチ)に 鵬 した際 の分科 会 での論議 や 出張
期間 の前後 に実施 し嫡 カ リフォノレニ ア現 地 にお ける讃 結 果 を もと1こ鯉 した
ものであ る。
2)ア メ リカの テ レコ ミx一 ター川 につ いて はhな 説 が あ る
.備 で は,連 邦 運
輸 省 のデ ー タに依拠 して い るが,よ く弓i川され る リンク ・リ匹 シズ社 のデ ー タ
によれば・ テ レコ ミュー テ ィ ング人f1の 推移 は以 ドのよ うにな
って いる。 た とえ
企業 な どの灘 儲 の在働 務 の伸 びが大 きい と 言 って も アメ リカで の ヒ別
ング糸課 や資料 な ど と照 ら し合わ せて判 断 す る と洞 社 の旛 トデー タ1まや や過 大
で はな いか と思 われ る・なお・ 日本経 済新聞(1995年7月17日 イ、bの 「ホーム オ
フ ィス 米,5年 で65%増 」 とい う見出 しの記 事で も
,ア メ リカの テ レコ ミュー




3)轍 省通 信政 策局 のrテ レワー クセ ンター研究 会報 告 諌 マ ルチメ デ
ィア時代1こ
お け る新 たな ワー クス タイルの あ り加 で は
,撫 な労働 形態 や 蝶 概 念 を含 む
テ レワー クとい う広義 の概念 が取 り入 れ られて いて も
,現 実的 には テ レコ ミュー
テ ィ ングを意 味 して使用 され て いる場 合が 多 い
。
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